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編集方針

統合報告書では、社会的な価値の創出、提供と中期的な
成長に向けた事業戦略や、そのための取り組みなどの企業
活動について幅広くご報告します。
当社ではレポーティングに関する各種ガイドラインを参考
に、様々なステークホルダーの皆様にＤＴＳグループをより
一層ご理解いただけるよう、価値の高い情報発信に努めて
いきますので、ご一読いただくとともに、ご意見をいただけ
れば幸いです。

なお、事業や中期経営計画については当社のオフィシャル
ＨＰの「サービス」、「株主・投資家向け情報」において、企業
の社会的責任に関する取り組みについては「サステナビリ
ティ」において詳細をご紹介しています。ご参照ください。

報告対象期間
2020年4月1日～ 2021年3月31日
（一部、対象期間後の情報を含む）

報告対象範囲
株式会社ＤＴＳ　および
国内・海外グループ会社

参考にしたガイドライン
・経済産業省価値協創ガイダンス
・国際統合報告評議会（ＩＩＲＣ）
・ＩＳＯ26000 （社会的責任に関する手引き）

問い合わせ先
株式会社ＤＴＳ
総務部　ＥＳＧ推進室

サービス
ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ.ｄｔｓ.ｃｏ.ｊｐ/ｓｅｃｔｉｏｎ/

株主・投資家向け情報（ＩＲ)
ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ.ｄｔｓ.ｃｏ.ｊｐ/ir/

サステナビリティ
ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ．ｄｔｓ．ｃｏ．ｊｐ/ｓｕｓｔａｉｎａｂｉｌｉｔｙ/

免責事項

本統合報告書に掲載されているＤＴＳグループに関する
業績、財政状態その他経営全般に関する予想見通し、目標、
計画などの将来に関する記述は、当社が現在入手して
いる情報および合理的であると判断する一定の前提に
基づいています。これらの判断および前提は、その性質上、
主観的かつ不確実です。
また、かかる将来に関する記述はその通り実現するという
保証はなく、実際の事業などは様々な要因により大きく異なる
可能性があります。

ＤＴＳグループＷＡＹ

技術それは、

人々の喜びや社会の豊かさを生み出す力

私たちＤＴＳグループは

技術をもって顧客の信頼を築く

技術をもって企業価値を増大する

技術をもって社員生活の向上を図る

技術をもって社会に貢献する

理  念 ：  普遍的に変わらないアイデンティティ。ＤＴＳグループの存在意義、使命です。

ビジョン ：  長期に目指す活動の指針。理念に基づきＤＴＳグループが10年後に目指す目標・姿です。

信　　条 ：  社員個人や組織が行動を決める際に大切にする価値観、行動指針です。

行動規範 ：  ＤＴＳグループの社員として、以下の８つの行動規範を遵守します。

次の技術、次の人財、次の価値…

次は私たちが創っていく

ＭＡＤＥ ＢＹ ＤＴＳグループ

私たちＤＴＳグループは、お客様価値のあくなき向上に努め、

グループ社員一人ひとりが創造的で、自立した人間を目指します

常にお客様の視点に立ち、様々な課題を解決し、

自ら考え、自ら行動する企業集団を目指します

独自の技術を活かし、新たな価値を創造します

人と環境を大切にし、明日の社会づくりに貢献します

（お客様に対して）

真摯・信頼

（株主に対して）

成長・貢献

（一人ひとりとして）

自立・挑戦

（グループの一員として）

尊重・協創

（社会の一員として）

誠実・公正

■人権の尊重・働き甲斐のある職場づくり

■顧客との良好な関係・顧客満足度（ＣＳ）の向上

■情報管理・守秘義務の徹底

■自由な競争と公正な取引

■知的財産の適切な取り扱い

■適切な業務運営と情報開示

■反社会的勢力への関与の禁止

■環境・社会貢献への取り組み

ＤＴＳグループは、ＩＴ事業を通じ社会課題の解決に取り組み、社会・地域と共有する価値を創造することで

企業価値を向上させ、成長してきました。2017年のＤＴＳ創立45周年を機に、社会におけるＤＴＳグループ

の存在意義、大切にすべき価値観、および日々の活動において社員一人ひとりがどのように行動すべきかの

指針を示した「理念」「ビジョン」「信条」「行動規範」の4要素から成り立つ「ＤＴＳグループＷＡＹ」を制定しました。

ＤＴＳグループ社員は、このＷＡＹの実践を通じ、価値を最大化し、お客様および社会に貢献していきます。

目指す姿
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ＤＴＳグループの概要

04040303

売上高

904億円

営業利益

108億円

親会社株主に帰属する

当期純利益

75億円

ＲＯＥ

13.3％

ＲＯＡ

15.3％

総還元性向

49.4％

自己資本比率

78.8％

連結従業員数

5,792名

グループ顧客数

約1,700社

2021年3月期（連結）のハイライト

独立系システムインテグレーターとして、

創業以来築き上げた信頼と技術で、社会・お客様の

デジタル・トランスフォーメーションを推進します。

　私たちＤＴＳグループは、独立系のシステムインテグレーターとして金融や通信をはじめ、

公共、法人分野など幅広い業種・業態のお客様へＩＴサービスを提供してまいりました。

　コンサルティングから設計、開発、運用、基盤構築などの情報システムの構築に加え、

ソリューション提供型ビジネスの展開やビジネスプロセスアウトソーシング（ＢＰＯ）などを

通じて、社会・お客様に付加価値を継続的に提供し続けることを目指しています。

　また、業界トップクラスの業務知識と品質をベースに、金融機関の基幹システムの大型

プロジェクトへの参画や、小売業の各種管理システム・ＥＣサイトなどのソリューション提供、

自動車の自動運転技術に関わる組込みシステム開発など、様々な分野での開発実績

によりお客様の信頼をいただいております。

　1972年の創業以来磨きあげてきた技術と最新のデジタル技術で社会・お客様の

デジタル・トランスフォーメーションを推進します。

ＤＴＳグループについて
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豊かな社会の実現に向け、

ＤＸビジネスを推進し、

新たな価値を創り出していきます

代表取締役社長

北 村 友 朗

2020年2月以降、新型コロナウイルス感染拡大により、日本国内だけでなく世界規模での

パンデミックを経験し現在も進行中です。過去、ＳＡＲＳや鳥インフルエンザが流行した時に、パン

デミックに対するコンティンジェンシープランを作成し対策を考えましたが、今回の新型コロナウイ

ルスは我々の想像をはるかに超えるものとなりました。

日本国内では、当社のお客様である多くの産業でも、大きな被害を受けることとなりました。

今後、ワクチン接種の効果により、一刻も早く経済が回復することを願っておりますが、ニュー

ノーマル（新しい日常）という言葉が出てきたように、Ｗｉｔｈコロナを前提としたテレワークを

含めた「新しい働き方」「新しい生活様式」になっていくと思っています。

これが当社を取り巻く事業環境の１つの側面です。

一方、ニューノーマルの世界で、ますますＩＴが、個人の生活、企業活動の中で、重要な役割

を占めるようになり、ＩＴ市場は今後も拡大していくと考えています。特に、ＩＴ業界の中での大きな

変化は、デジタル・トランスフォーメーション（ＤＸ）というデジタル化の大きな波です。

我々ＩＴ業界は、過去にも大きな波を経験しています。1980年代にはパーソナルコンピュー

ターの普及という波があり、それまでは簡単には使えなかったコンピュータが、個人で使える

時代になりました。また、1990年代にはインターネットの普及という波により、コンピュータが

ワールドワイドにつながる時代が訪れました。これによりエレクトロニックコマースなど、さまざま

な新しい産業が誕生しました。そして2000年代にはスマートフォン普及の波で、どこにいても

インターネットにつながる時代となり、机の上でＰＣを使ってやっていたことが、全て手元の

スマートフォンでできる時代になりました。 	

今回のＤＸの波では、ＩｏＴ（Ｉｎｔｅｒｎｅｔ ｏｆ Ｔｈｉｎｇｓ）という言葉に代表されるように、今まで

つながっていなかったものがリアルタイムにつながり、24時間365日休むことなくデータを

更新し続け、機械学習により人間の能力を超えるさまざまな領域が出現し、我々の生活や企業

活動を一変する可能性を秘めています。ＩｏＴ、ＡＩ、ＢＩ、クラウド等々のさまざまな最先端技術

が登場し、この流れを加速しています。

これが当社を取り巻く事業環境のもう一つの側面です。

こうした事業環境を踏まえ、ＤＴＳグループでは中期経営計画の中で、ＤＸ関連売上比率を

25％、ＤＸ人材育成を強化してＤＸ人材500名を目標としていましたが、2020年度に前倒し

で達成することができました。ＳＩｅｒにとって人材は最も重要な経営資源であるため、今後も

人材育成に投資を行い、お客様の事業変革に貢献したいと考えています。さらに、ＤＸ事業

推進のため、2021年4月1日にデジタルソリューション事業本部を新設し、私自ら事業本部長

となり、まずはクラウド事業の強化に取り組んでいきます。

今後も大きく変化する事業環境をとらえ、自ら変化し俊敏に対応することにより、既存ビジネス

をしっかり伸ばしながら、ＤＸ領域も併せて強化し、持続的に企業価値を向上させていきます。

経営環境の見通し

デジタル化の波を事業機会ととらえ、

お客様の事業変革に貢献
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 3  グループ経営基盤の強化

当期より、DTS SOFTWARE VIETNAM CO., LTD. （ＤＴＳベトナム）、大連思派電子有限

公司（ＤＬＳＥ）ならびに株式会社思派電子ジャパン（ＤＬＳＥジャパン）を連結子会社化し、

全ての事業会社が連結対象となりました。グループ一丸となり国内および海外市場でのビジ

ネス拡大を図っていきます。

さらに、2020年６月、組織間連携強化ならびに生産性向上を目的として、芝開発センタと

大門開発センタを集約し、門前仲町開発センタを開設しました。

ＥＳＧへの取り組みとしては、各組織毎にＥＳＧ推進委員を任命し、その推進体制の強化を

図っています。加えて、当社の全プロジェクトを対象に実施していたＳＤＧｓへの貢献内容

調査について、ＤＴＳグループ全体に対象範囲を拡大しています。その調査結果を活用し、

グループ横断での活動強化に取り組んでいます。

環境面においては、テレワークやＷｅｂ会議の浸透により、紙の使用量削減が進んでおり、

当初の通期目標を見直し、さらなる向上に努めたところ前期比でほぼ半減させることができ

ました。今後もＣＯ2排出量の削減など、環境負荷の低減に向けて推進していきます。

 4  社内システム・事務の刷新

ワークスタイルの変革や業務効率の改善に向けて、業務プロセスの見直しによる合理化

および社内システムの再構築に取り組んでいます。

第一弾として、社内シンクライアント環境の運用用途を広げ、顧客ニーズに応じてテレ

ワークでも開発を行うことができる環境を構築しました。また、パートナー企業との契約や社員

関連業務ワークフローの電子化に取り組みました。

2020年7月、社員の満足度向上のため、社内広報紙をＷｅｂ化し会社情報へのアクセス

を容易にしました。

今後も継続的に機能の追加・改善を実施するとともにＤＸ関連技術や新たな開発手法

を取り入れ、社員が実践経験する機会としても活用していきたいと思っています。

2021年3月期における5つの重点施策の

取り組み状況については個別にご説明いたします。

 1  営業力・ＳＩ力の強化

ニューノーマルといわれるデジタル、オンライン、リモート、タッチレス、省力化といった新しい

社会への変容に合わせて、新しいコミュニケーションツールを活用したリモートと対面を組み

合わせた営業スタイルやオンラインを活用した展示会などのプロモーション活動を推進して

います。また、提案価値向上を図るために、組織的な営業活動強化に取り組んでいます。

具体的には、営業支援システム（ＳＦＡ）の活用により新型コロナウイルス感染拡大の影響を

含めた顧客動向・営業活動について、情報共有を行っています。今後はこれらのデータを

活用し営業状況に応じた戦略を立案するとともに、営業効率の向上を図ります。

2020年9月、アマゾン ウェブ サービス（ＡＷＳ）に関する知識要件やシステムインテグレー

ション（ＳＩ）の実績要件を充足し、アドバンスドコンサルティングパートナーに認定されました。

　また、 Nel ito SystemsにＤＴＳ独自の開発標準（ＰＭＳ）を導入し、金融事業本部がプロ

ジェクト状況のモニタリングやリスク管理などを指導しています。

 2  新規事業の創出

2020年4月には製造現場（エッジ）のデジタル化を支援する Ｉ ｏＴ Ｐｌａｔｆｏｒｍ「Ｐａｓｔｅｒｉｏｔ

（パステリオ）」をリリースするなど、新規事業の創出にも取り組んでいます。

加えて、新設したデジタルソリューション事業本部内にクラウド・インフラ インテグレーション

事業部を設置し、ＤＸビジネスの足がかりとしてクラウドファーストを全社で強力に進める体制

を整えました。同本部を起点に、高いレベルのＤＸ人材育成推進や、新たなサービス提供にも

取り組みます。

また、ＡＩを活用したビジネス提案を加速させるために社内横断プロジェクトを発足しました。

市場調査や顧客ニーズを踏まえた継続的なビジネスアイデア創出への取り組みを実施し、実

証実験などの提案活動に取り組むとともに、実践形式による技術者の育成を推進しています。

中期経営計画2年目の進捗

売上高は904億円、

営業利益は過去最高の108億円、

営業利益率は12％となり5期連続で

営業利益率10％以上を達成

未知なる領域でも、

できる理由をひとつ考えられれば、

新たな可能性が生まれます。

われわれの可能性をもっと信じて、

挑戦していきます。
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ＳＩｅｒにとって最大の経営資源は人材で、人材育成投資は積極的に実施していこうと

思っています。その中でも、デジタル領域については、例えばＡＩというビジネスモデルでいうと

データレイクなどの基盤を作る人、コンサルをする人、データ分析をするデータサイエンティスト

などいくつか役割があります。ビジネスモデルがあって、役割があって、その役割に応じて

初級からスペシャリストの基準がある中で、人材像を明確にして人材育成プログラムを作って

いきます。目下、職場外研修（Ｏｆｆ-ＪＴ）もあれば、経験の中で培う職場実践研修（ＯＪＴ）、

さらには最先端の環境もあります。この3つを揃えながら、今人材育成プログラムも作って

います。これは毎年バージョンアップしているのですが、このプログラムがあることで、新しく

配属されたメンバーが早くキャッチアップすることができます。そういうプログラムをいくつか

作ることで社員に対する人材育成投資をしっかり実施していきます。

さらに、技術的進化のスピードの速いデジタル領域に常にキャッチアップするため、デジタル

ソリューション事業本部を起点に人材交流プログラムも実施します。また、テクノロジーカットで

各組織を横断的に結びつける横串組織としての機能も持たせ、全体のスキルアップを図って

いきます。

ワークスタイルにおいても、さまざまな業界や領域でデジタル・トランスフォーメーションが

進行していきます。世界の不確実性が継続する見通しの中、当社としても経営のスピードを

高めるためにも、権限の委譲も積極的に行い、さらには社内のＤＸ化も推進していきたいと

思います。ここも大きなテーマとして自ら考え、変革を起こし、デジタル・トランスフォーメー

ションという大きな波をしっかりとらえられるよう、チャレンジしてまいります。

今後とも、一層のご支援を賜りますよう、お願い申し上げます。

持続的成長に向けて

ＳＩｅｒにとって最大の経営資源である

人材育成を強化し、

経営のスピードを格段に速めていきます

中期経営計画2年目の進捗

 5  働き方改革の実践

09 10

社員が新しいことに積極的に挑戦する企業風土を醸成するため、目標管理制度を見直し、

当期より新制度を導入しました。その浸透を図るとともに、引き続き、チャレンジや変革を評価

する人事制度への変革に取り組んでいきます。

また、 2020年9月、健康経営の取り組みにおいて一定の成果を上げた企業として「健康

優良企業認定（金の認定）」を取得しました。加えて、2021年3月、2年連続で「健康経営

優良法人（大規模法人部門）」の認定を受けました。

当期では健康経営推進の一環として、ストレスチェックの結果をもとに、高ストレス者に対して

産業医による安全配慮指導を実施しました。今後、産業医と保健師が職場訪問や課題解決

に向けたアドバイスを実施するなどの改善に努めていきます。

さらに、2020年3月から運用を開始したテレワークの状況を踏まえ、同年10月よりテレワーク

および時差勤務制度を刷新しました。今後もワークライフ・バランスの取り組みを推進し、社員

満足度と企業価値の向上を図ります。
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ＤＴＳグループの価値創造第     章１

1111 1212

ＤＴＳグループの成長の軌跡

2021年度の連結売上高、連結営業利益の記載は目標値

売上高（億円）

営業利益

（億円）

2,010名

3,029名

4,170名

5,792名

519名

1,116名

100億円到達

300億円到達

600億円到達

800億円到達

904億円

連結売上高 （億円）

単独売上高 （億円）

連結営業利益 （億円）

単独営業利益 （億円）

連結従業員数 トピックス

※ＤＴＳパレットは非連結のため上記
 円グラフに含まず。（2021年3月期）

データ通信システム設立 東京証券取引所市場第二部上場

東京証券取引所市場第一部上場

社名変更「株式会社ＤＴＳ」へ

九州ＤＴＳを設立

データリンクスを子会社化
日本ＳＥを子会社化

ＭＩＲＵＣＡを設立

ＤＴＳ ＷＥＳＴを設立

ＤＴＳアメリカを設立

ＤＴＳベトナムを設立

八丁堀本社移転

ＤＴＳインサイトを設立

データリンクスをＤＴＳへ
吸収合併

ＤＴＳ上海がＤＬＳＥを子会社化

Nelitoを子会社化

ＤＴＳパレットを設立

ＤＴＳ上海を設立

デジタルテクノロジーを設立

アイ・ネット・リリー・
コーポレーションを子会社化

2021年3月期

連結社員数

5,792名
ＤＴＳ

2,971名

日本ＳＥ

509名

Nelito

  1,218名

デジタルテクノロジー 101名

九州ＤＴＳ 128名

ＤＴＳベトナム 146名

ＤＴＳ ＷＥＳＴ 254名

ＤＴＳ
インサイト

　354名

ＤＬＳＥ 51名

ＤＬＳＥジャパン 28名

ＤＴＳアメリカ 16名

ＤＴＳ上海 9名

ＭＩＲＵＣＡ 7名

2021年3月期

連結売上高

904億円

   ＤＴＳ　

653.3億円

86.7億円

60.3億円

デジタル
テクノロジー

ＤＴＳ
インサイト

ＤＴＳアメリカ 5.2億円

Nelito 13.2億円

九州ＤＴＳ 13.5億円

ＤＴＳ ＷＥＳＴ 29.0億円

日本ＳＥ 41.1億円

ＤＬＳＥジャパン 1.0億円

ＤＴＳ上海 0.5億円

ＭＩＲＵＣＡ 0.3億円

ＤＬＳＥ 0.2億円

ＤＴＳベトナム 0.1億円
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ＤＴＳグループの価値創造第１ 章

ＤＴＳグループが支える社会 人々の喜びや社会の豊かさを実現します。
金       融

誰もが安心してアクセスできる
銀行取引、金融サービスや安
定した活発な市場取引を支え
るサービスを提供しています。

銀　行 信  託 証  券 クレジット

国内信 託 銀 行の銀 行業務、

信託業務、併営業務など主要

業務全般のシステム開発・保守

に携わっています。

証券会社のマーケットビジネス

を支援するために高品質、高

性能なシステムの開発と保守

を実施しています。

会員管理、与信審査をはじ

めとする総合的なクレジット

基幹システムの構築を支援

しています。

社       会

共済・年金 保  険 官公庁・自治体 通信キャリア

共済サービス、年金の各種

制度に対応したシステムを

トータルサポートしています。

生命保険会社や損害保険会

社の多様な ニーズ に 幅 広 い

技術力で対応しています。

中央省庁、地方自治体の業務

最適化を実現するソリューション

を提供しています。

大手通信キャリアで培ったノウ

ハウを活用し、最適なシステム

構築やその後の保守サポート

まで対応します。

組込み関連

医療機器 車載機器

医療分野において、生体

情報システムなどを受託

開発し、人々の健康維持

に寄与しています。

車載システムの各種開発・

検証ツールの提供に加え、

電動化や自動化開発にも

携わっています。

運用・ＢＰＯ

基盤構築 ＢＰＯサービス
システム
　　運用サービス

24時間365日システムを安

定稼働させ、お客様の業務

改善などに貢献しています。

お客 様の ＩＴ戦略実現 と

課題の解決に、最新技術

や業務ノウハウを駆使して

貢献しています。

営業支援やヘルプデスク

など、様々な業務をトータル

にサポートしています。

法人ソリューション

住　宅 製造業 小売・流通業 航空運輸業

3Ｄ住宅ＣＡＤを中心に業界

のＩＴ化を強力サポートする

システムなどを開発しています。

豊富な開発実績を有し、

ＩｏＴとビッグデータを合わ

せたトータルソリューション

を提供しています。

基幹システム開発に携わり、

多様なチャネルを通じた

「お客様満足」向上を支援

しています。

業界特有のノウハウに

精通したシステム構築を

提供しています。

銀行
信託

証券
共済・年金

保険

官公庁・自治体
通信キャリア

住宅

製造業

小売・流通業

航空運輸業

システム運用サービス

ＢＰＯサービス

医療機器

車載機器

基盤構築

クレジット
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ＤＴＳグループの価値創造第１ 章
ＤＴＳグループは、持続可能な社会の実現に向けＥＳＧ経営を推進し、新たな価値を創り出します。事業環境の変化に柔軟に対応しながら事業セグメントとビジネスモデルを設定し、

各種資本を投入することで、ビジネスモデルを実行します。その結果、生まれたソリューションやサービスが、社会・お客様にとって新たな価値を創り出していきます。

この一連のプロセスが繰り返されることでＤＴＳグループの盤石な競争の優位性の構築と持続的な成長を実現し、より一層資本が強化され、新たな社会課題の解決につながっていきます。
価値創造のプロセス

Next Value CreatorNext Value Creator
明 日 の 社 会 に 新 た な 価 値 を 提 供 す る

3つの基本方針

長期経営計画・ファイナルステージ 中期経営計画

持続可能な

社会の実現

1

新たなＳｌｅｒ

への進化

2

自律型人材

への変革

3

ビジョンビジョン

地域・海外等 P38～42運用基盤ＢＰＯ P35～37

法人ソリューション P32～34P29～31金融社会

事業活動 　P27～42 社会的価値の創出

ＳＤＧｓへの取り組み

経営基盤
（ＥＳＧ経営）

企業指針

Ｅ：環境マネジメント P46～P48 Ｓ：人材マネジメント等 P49～P56

Ｇ：コーポレート・ガバナンス   P57～P74

ＤＴＳグループＷＡＹ   P1

主な取り組み（インプット） 成果（アウトプット）

財務資本

・自己資本 550億円

・ＲＯＥ   13.8％
　 　 

さらなる成長投資を可能とする
強固な財務基盤　　　　        P19

財務資本

知的資本 知的資本

人的資本 人的資本

社会・関係資本 社会・関係資本

・ＤＸ関連売上高比率（30.5％）

・アイ・ネット・リリー・コーポレーション
　株式会社の子会社化（2021年6月）

・Ｐａｓｔｅｒｉｏｔ、ＲｅＳＭ ｐｌｕｓ、住宅基幹

　ｆｒａｍｅｗｏｒｋ

・ＳＩ力強化（不採算抑制）
・リモートでの営業スタイルを拡大

・連結売上高 904億9千万円
・連結営業利益率 12.0％

事業収益

・ＤＸ関連人材（584名）

・新人事評価制度の導入

・「健康経営優良法人」、「健康優良

　企業認定・金の認定」の取得

・テレワーク・時差勤務制度の新設

・お客様満足度調査の実施

・パートナー企業とのパートナー
　シップ強化

・ＡＷＳパートナーネットワーク（ＡＰＮ）
　において、ＡＰＮ アドバンスドコン

　サルティングパートナー認定

・ＲＯＥ 13.3％

・総還元性向 49.4％

経営効率

株主還元

※データは 2020年3月末時点 ※データは 2021年3月末時点

・お客様数　　 約1,700社（連結）

・パートナー企業数
　　　　　　　　  約550社（単独）

長期にわたり築きあげたお客様
との強い関係性
多くのビジネスパートナーとの
信頼関係

・ＤＸ関連人材育成

・人事制度評価の見直し

　（社員の挑戦を評価）

・働き方改革・健康経営
　 　 

豊富な経験と高度な技能 ・ 知見
を有する多様な人材　　 P49 ～52

・ＤＸ関連売上高の拡大

・Ｍ＆Ａによるグループ強化

・新ソリューションの創出

・プロジェクトマネジメントの強化

・多様な営業スタイルの導入

未来に向けた積極的な成長投資
P21 ～26

自然資本 自然資本

・総エネルギー投入量　549kℓ

・事業活動に必要な電力、水、紙

持続可能な経営　　　　  P46 ～ 48
・ＣＯ2排出量 総量削減率 34.0％

　（国内グループ会社 2013年度比）

・ペーパーレスによる紙削減率 76.4％

　（国内グループ会社 2015年度比）

持続的成長のための戦略 　P21～26

ＦｉｎＴｅｃｈ等の金融デジタライゼーション

金融社会　　　　　ＡＩ・モダナイゼーション  P30

誰もが安心してアクセスできる金融サービス

金融社会       ＡＭＬソリューション   P30

運用基盤ＢＰＯ  ＰＣＩ ＤＳＳ             P36

地域・海外等    マイクロファイナンス   P41

健康・医療・介護分野におけるＩＣＴの活用

金融社会

　　　　　パーソナル・ヘルス・レコード　P31

Ｃｏｎｎｅｃｔｅｄ Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓの実現

法人ソリューション

　 ＩｏＴとＡＩを活用した製造現場のＤＸ化　P33

自動運転などの「ＣＡＳＥ」を活用した

新しいモビリティー

法人ソリューション 　車載ＥＣＵ開発        P34

働き方改革の推進

運用基盤ＢＰＯ 

ＳｅｒｖｉｃｅＮｏｗで構築したプラットフォーム  P36

ＡＩ等を活用した地域への貢献

地域・海外等   多言語ＡＩチャットボット  P40

ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）の普及

法人ソリューション　Ｗａｌｋ ｉｎ ｈｏｍｅ      P48
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長年にわたり、蓄積した豊富な業務知識と

最新技術を掛け合わせ、お客様の古くなった

ＩＴ資産を近代化させる「ＩＴモダナイゼーション」

を実現させ、事業変革に貢献します。

具体的なサービスとしては、ＤＴＳの製造現場

向けデジタルプラットフォーム「Ｐａｓｔｅｒｉｏｔ

(パステリオ)」や顧客関係管理ソリューション

「Ｓａｌｅｓｆｏｒｃｅ」、ＥＲＰパッケージ「ＳＡＰ ＥＲＰ」

等のご提供・導入支援を行い、お客様の業務

のＤＸ化を強力にサポートします。

デジタルソリューション事業本部はグループ内の横断型

組織として、基盤領域でのビジネスの見直しを行い、サー

ビスの販売体制の構築、各領域の組織横断的な技術支援、

専門技術者の育成強化等を行っていきます。

その第一段階として、テレワークの普及等により近年国内

外で利用が加速しているクラウドサービス関連のソリュー

ション事業を強化していきます。
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ＤＴＳグループの価値創造第１ 章
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新戦略 新設「デジタルソリューション事業本部」の取り組み
ＤＴＳは、ＤＸビジネスを推進するために2021年4月1日にデジタルソリューション事業本部を新設しました。その設置の目的や取り組み内容をご紹介します。

ＤＸビジネスの強化

運用監視 ヘルプデスク セキュリティ

ＢＩ
（ビジネスインテリジェンス）

自動化

ＣＲＭ
（顧客関係管理）

ＡＩ ＥＲＰ

ＨＲ
（Ｈｕｍａｎ Ｒｅｓｏｕｒｃｅｓ）

その他

基幹システム

クラウド構築 システム基板

構築

ネットワークデータ分析データ

ウェアハウス
（データレイク含む）

ＩｏＴ

お客様のデジタル変革をスピーディに実現

するフレームワークやサービスの導入支援を

行います。データレイク（ビッグデータの格納）

をはじめとする「データプラットフォーム（データ

分析・活用基盤）」や、ＩｏＴなどのデータ収集

の仕組みに関する事業を強化していき、新たな

事業領域を拡大させていきます。

デジタル変革の基盤としてのクラウド・ネット

ワーク環境整備を支援します。企業や個人など

不特定多数のユーザーに対して提供されて

いるパブリッククラウドを重点的に強化し、その

一環として保守をメニュー化し、標準化を行って

いきます。お客様の業務に最適なクラウド・

ネットワーク環境の整備・構築を支援します。

ＩＣＳ事業本部がサービス提供する、24時間

365日のシステム運用監視・障害対応サービス

ＲｅＳＭや社内業務に対応したヘルプデスク

サービスＲｅＳＭ ｐｌｕｓを連携させ、安全で安定

的なお客様のシステム稼働のバックアップや、

ＩＴ領域から離れた様々な業務をお客様に

代わって対応します。

ＩＴ資産の近代化「ＩＴモダナイゼーション」を実現 ビッグデータ活用基盤の
導入支援

パブリッククラウド・ネットワーク
環境整備の支援

安全で安定的なシステム稼働を
バックアップ

デジタルソリューション事業本部が行うＤＸ関連のビジネス

時代を大きく変える
デジタル化の波

デジタルソリューション事業
本部が中心となりＤＸを推進

ＤＴＳでは、新設したデジタルソリューション事業本部が

中心となり各本部やグループ会社と連携し、ＤＸビジネスを

推進していきます。

ＤＴＳの強みである各領域の業務知識やプロジェクトマネ

ジメント力とＤＸ関連技術とソリューション事業をさらに強化

し掛け合わせることで、お客様の事業変革に貢献していき

ます。

デジタルソリューション
事業本部の取り組み

お客様

ビジネス事業拡大

グループ内の横断型組織
デジタルソリューション

事業本部

集約されたノウハウを横展開

金融 社会 法人

最先端技術の試験研究・人材育成の強化

最先端技術の試験研究・
人材育成を強化

ＤＸビジネスを推進していくにあたり、人材の育成は不可

欠です。まず、ＡＩ・クラウドサービス等の最先端技術の人材

育成プログラムの質と量を充実させ、ナレッジを蓄積・共有

することで実践力のある人材を創出し、全社的な底上げを

図ります。

●最先端環境の提供

●知の共有の仕組み

●オンライントレーニング
　 の提供

●独自研修

●ＯＪＴ

業務知識

ＤＴＳの強み

プロジェクト

マネジメント力

ＤＸ関連技術

ソリューション

事業

お客様の

事業変革

を実現

さらに強化

※「Ｓａｌｅｓｆｏｒｃｅ」、「ＳＡＰ ＥＲＰ」は、各サービスを提供する企業の登録商標です。※「Ｓａｌｅｓｆｏｒｃｅ」、「ＳＡＰ ＥＲＰ」は、各サービスを提供する企業の登録商標です。

～ＤＸビジネスを推進し、お客様の事業変革に貢献していく～

1 2 3 4

＋

計画しているクラウドサービスのＤＸ人材育成の5つの柱

×

１

２

３

４

５

Ｗｉｔｈコロナを前提としたテレワークを含めた「新しい働き

方」「新しい生活様式」が世界各国で広まり、ＩＴが個人の生活

や企業活動の中で、重要な役割を占めるようになっています。

また、ＩＴ業界では、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）

というデジタル化の大きな変化が起きており、ＩｏＴ、ＡＩ、ＢＩ、クラ

ウドサービス等々のさまざまな最先端技術が登場し、時代を

大きく変える動きが加速しています。国内においても2021年

9月にデジタル庁が創設され、省庁や地方自治体など行政

機関の間でスムーズにデータをやりとりし、行政手続き全般

を迅速化するなどの新たな動きが生まれています。

社内他部門との連携
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財務・非財務ハイライト

財　　務 非　財　務

ＣＯ2排出量（国内グループ会社） （ｔ-ＣＯ2）

1,073

1,284
1,415

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

988 975

ＣＯ2排出量（ｔ-ＣＯ2）

障がい者雇用率（単独） （％）

2.232.20
2.05

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

2.27
2.42

障がい者雇用率（％）

平均年次有給休暇取得日数（単独） （日）

13.713.313.6

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

14.2
12.8

平均年次有給休暇取得日数（日）

売上高（連結） （億円）

867831798

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

946

売上高（億円）

904

社員数（連結） （名）

26

4,349

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

4,287

1,468

国内（名） 海外（名）

4,324

1,170

4,343

29

4,368

28

女性社員数・指導的地位に就く女性
（管理職）の比率

（名/％）

3.1
2.9

3.2

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

3.63.6 3.63.6

416 421

527 521 523

女性社員数（名） 指導的地位に就く女性（管理職）比率（％）

一株当たり年間配当金・配当性向・
総還元性向（連結）

（円/％）

47.540.035.0

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

55.0 60.0

42.1 42.9 41.3
45.7

49.4

一株当たり年間配当金（円） 配当性向（％）

36.334.8
32.532.331.5

総還元性向（％）営業利益（億円） 営業利益率（％）

営業利益・営業利益率（連結） （億円/％）

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

108106
97

8579

10.0
10.210.2

11.3 11.3
12.0

総資産・ＲＯＡ（連結） （億円/％）

669
613571

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

705 751

14.4 14.5
15.5 15.8 15.3

総資産（億円） ＲＯＡ（％）

自己資本・ＲＯＥ（連結） （億円/％）

513
469

420

12.7

550 592

12.9
13.9

13.8 13.3

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

自己資本（億円） ＲＯE （％）
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2021年3月期のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の

影響により依然として厳しい状況にありました。しかし、先行きに

ついては感染拡大の防止策を講じつつ、社会経済活動のレベル

を引き上げていく中で、各種政策の効果や海外経済の改善も

あり、持ち直しの動きが続くことが期待されます。ただし、感染の

動向が国内外経済に与える影響に十分注意する必要があり

ます。

このような状況下においてＤＴＳグループは、中期経営計画の

重点施策に取り組んだ結果、売上高は904億93百万円（前年

同期比4.4％減）でしたが、営業利益は過去最高の108億17百

万円、ならびに営業利益率は12.0％となり5期連続営業利益率

10％以上を達成しました。

2022年3月期については新型コロナウイルス感染症などに

よる影響からの回復ならびに、新技術を活用したデジタルビジ

ネスやイノベーションの進展、およびレガシーシステムからの転換

などに向けた投資の流れの継続を見込んでいます。

以上の見通し、方針に基づく2022年3月期の連結業績の

見通しは、次の通りです。

資本効率の向上について2021年3月期の業績と2022年3月期の見通し

　ＲＯＥは、収益性、資産効率、財務レバレッジをカバーした

総合指標であり、これを重要経営指標の一つとしています。

2020年3月期からの現中期経営計画においても、前中期経営

計画の目標10％からさらに引き上げ、ＲＯＥ12％以上を掲げ、

より効率的な経営を目指しています。

　今後に向けては、赤字となっている海外子会社の黒字化や

不採算案件の抑制に努め、引き続き「営業力・ＳＩ力」を強化

することにより、稼ぐ力を高めていくことが重要であると考えて

います。さらに、これまで先行投資を行ってきた「新規事業の

創出」を成果に結びつけることにも注力していきます。

ＤＴＳグループの価値創造第１ 章

【財務・非財務戦略】

取締役常務執行役員
（スタッフ部門統括担当）

坂本 孝雄

成長投資について　

ＤＸ人材育成、新技術等の研究開発、Ｍ＆Ａ

ＤＴＳグループは、株主・投資家の皆様への利益還元を経営の

最重要課題の一つと認識しており、中長期的な企業価値の増大

が利益還元の最大の源泉となると考えています。今後も事業

拡大に必要な保有資金を考慮し、業績動向や財務状況などを

総合的に勘案したうえで、株主・投資家の皆様への中長期的な

利益還元を目指して、安定した配当の継続や、自己株式取得

など機動的な資本政策などに取り組んでいきます。

2021年3月期の一株当たり年間配当金は、 60円となり

ました。

株主還元について

総還元性向50％以上を目指す

ＲＯＥは12％以上を維持

企業価値向上を

実現する財務戦略を

実行していきます

2022年3月期の業績の見通し（連結）

売上高 950億円（前期比5.0％増）

営業利益 110億円（前期比1.7％増）

経常利益 112億円（前期比0.6％増）

親会社株主に
帰属する当期純利益 76億円(前期比0.7％増）

15％

8％

9％

10％

11％

12％

13％

14％
13.8％

13.3％

13.9％

12.9％

12.712.7％％

11.511.5％％

前中期経営計画
目標10％以上

中期経営

計画目標

12％以上

2016年

3月期

2017年

3月期

2018年

3月期

2019年

3月期

2020年

3月期

2021年

3月期

ＲＯＥ（連結）

2021年6月Ｍ＆Ａ実施

アイ・ネット・リリー・コーポレーションの

株式100％取得

ＤＴＳは、アイ・ネット・リリー・コーポレーション株式会社

の発行済株式の100％を株式会社ラックから取得しま

した。

ＤＴＳのネットワーク技術者のノウハウとアイ・ネット・

リリー・コーポレーションの基盤設計・構築・運用管理の

技術力を組み合わせ、ネットワークソリューションビジネス

の強化を図っていきます。

設備投資 Ｍ＆Ａ投資

人材育成投資 研究開発投資

持続的な成長を支える

成長投資を中長期的に実施

49.4％

2017年

3月期

2018年

3月期

2019年

3月期

2020年

3月期

2021年

3月期

2022年

3月期（　　予想）

42.1％ 42.9％
41.3％

45.7％

51.7％

5.5 6.0 6.0

8.0

10.010.0

自己株式取得額（億円） 自己株式取得予定額（億円）

総還元性向

総還元性向

ニューノーマルへの移行に積極的な企業が持続的な成長

を実現するためには、強固な財務基盤による安定的な経営と、

未来に向けた積極的な成長投資とのバランスを両立させること

が重要であると考えています。

ＤＴＳグループにおいても財務基盤が安定している状況を活か

し、ＡＩやクラウドなどのＤＸ分野の技術開発、研究開発、ＤＴＳの

イノベーションなどの未来に向けた投資が重要課題です。

今後のトップラインの拡大に向け、各分野毎に策定した成長

戦略を遂行するうえで鍵となるのは人材です。現中期経営計画

で目標と定めるＤＸ売上高比率25％、ＤＸ人材育成500名の

達成に向け、デジタル技術等の技術者育成を加速させることと

し、教育投資を実施してきました。2022年3月期はＤＸ人材育成

目標を900名育成に見直し、さらに教育投資に力をいれていき

ます。

また、新たなソリューションの創出にも取り組んでいます。2021年

3月期はＡＩを活用したマネー・ローンダリング対策ソリューション

「ＡＭＬｉｏｎ（アムリオン）」の拡販や、製造業向けのＩｏＴ Ｐｌａｔｆｏｒm

「Ｐａｓｔｅｒｉｏｔ（パステリオ）」、住宅建設業向けの「住宅基幹ｆｒａｍｅ

ｗｏｒｋ」などの新ソリューションをリリースしました。

シナジー効果の高いＭ＆Ａへの投資も行います。クラウドファー

ストの土台となるネットワーク領域を強化するため、2021年6月

にはアイ・ネット・リリー・コーポレーションの発行済株式を100％

取得し、子会社化しました。

今後も豊富な資金を活用し、人材育成投資、新しい情報技術

への開発投資、業務拡大や新規事業開拓のための資本提携

ならびに経営管理基盤の強化のための投資など、中長期的な

企業価値の増大を図るための先行投資を積極的に行います。
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ＴＯＰＩＣＳ　中期経営計画の概要および進捗状況

長期経営計画と中期経営計画(2019年3月期～2022年3月期）

長期経営計画の最終ゴールに向け、仕上げの3年となる「中期経営計画（2019年4月～2022年3月）」を進めています。

2021年3月期はメガバンクにおける投資縮小や新型コロナウイルス感染症などによる影響もあり減収となりましたが、営業利益、経営

効率、株主還元は、中期経営計画の目標をクリアし、順調に推移しました。中期計画の最終年度となる2022年3月期は、ＤＸへの対応

などの課題に着実に対応し、計画達成に向けて取り組んでいきます。

5つの重点施策への対応

5つの重点施策 2021年3月期のポイント 対応状況

営業力・ＳＩ力の強化

● ソリューション営業、

　アカウント営業の集約

● 海外グループ会社活用

● Ｗｅｂコミュニケーションツールを活用したリモートと対面を組み
 合わせた営業、プロモーション活動

● 海外子会社Nel i toの立て直し、および赤字縮小
● マネジメント強化・リスクの見える化を継続、不採算案件を連結

 売上高の0.5％以下に抑制

新規事業の創出

● ＤＸ推進室によるデジタル

　ビジネスへの適応・創出

● 新技術人材の育成

● ＤＸ関連事業の売上高比率が30.5％に拡大
● ＤＸ関連人材の育成者数584名（目標1年前倒しで達成）
● ＩｏＴ Ｐｌａｔｆｏｒｍ「Ｐａｓｔｅｒｉｏｔ（パステリオ）」や
　 従業員サポートデスクサービス「ＲｅＳＭ ｐｌｕｓ（リズムプラス）」

 などの新規サービスの拡充
● 「ＡＭＬｉｏｎ（アムリオン）」や「ＤＡＶｉｎＣＩ ＬＡＢＳ（ダヴィンチ・ラボ）」
　　の拡販など、ＤＸ関連ビジネスの強化

グループ経営基盤
の強化

● Ｍ＆Ａによるグループ強化

● ＥＳＧを意識した情報管理と

　開示

● Ｍ＆Ａ対象企業の選定・交渉等 （2021年6月にアイ・ネット・
 リリー・コーポレーションの発行済株式100％取得）

● ＥＳＧ経営の推進
● 統合報告書「ＤＴＳ Ｇｒｏｕｐ ＲＥＰＯＲＴ 2020」の発行および

 投資家との対話

社内システム・事務
の刷新

● 業務プロセスの徹底的な

　 合理化

● 社内システムに先進的技術

　 を積極的に活用

● テレワークにおける円滑な業務遂行のため、社員関連ワーク
 フローのペーパレス化を完了

● 協力会社発注業務(電子契約）の75％を電子化  

働き方改革の実践

● 人事評価制度の見直し

● 多様な働き方を支援する

　仕組みの導入

● 高リスク者管理基準見直しで疾病予防を強化、オンライン保健
 指導の導入など、健康の増進をサポート

● 新型コロナウイルスの感染予防対策をトリガーにテレワーク、時差
 出勤の制度化など働き方を抜本的に変革

ビジョン

「明日の社会に新たな価値を提供する
Ｎ ｅ ｘ ｔ  Ｖ ａ ｌ ｕ ｅ  Ｃ ｒ ｅ ａ ｔ ｏ ｒ 」

中期経営計画

2019年4月
～

2022年3月

48期～50期

2016年4月
～

2019年3月

45期～47期

2013年4月
～

2016年3月

42期～44期

売上高867億円

営業利益率 11.3％
売上高825億円

営業利益率 9.2％

売上高610億円

営業利益率 6.6％

2013年3月

41期

長期経営計画

ビジョン 「新たな価値を創り出す ＭＡＤＥ ＢＹ ＤＴＳ Ｇｒｏｕｐ」

事業
収益

連結売上高         950億円

営業利益              110億円

ＲＯＥ　　　　　　12％以上

総還元性向　　　　　45％以上

経営
効率

株主
還元

904億円

108億円

49.4％

13.3％

50期計画 49期実績

中期経営計画の3つの基本方針

持続可能な
社会の実現

新たなＳＩｅｒ
への進化

自律型人材
への変革

当初計画目標

売上高 1,000億円以上
営業利益率 10％以上

ＤＴＳグループの価値創造第１ 章

【財務・非財務戦略 ー経営目標としてのＥＳＧ指標ー】

非財務（ＥＳＧ）における取り組みについて

グループ横断でＥＳＧ経営・ＳＤＧｓの取り組みを推進する体制を構築

ＤＴＳグループでは、ＥＳＧ経営を推進しており、環境問題や

社会課題の解決、持続可能な社会を実現するため、以下のＥＳＧ

指標を設定し取り組みに注力しています。

環境面においてはグループでの環境マネジメント推進体制

を構築し、気候変動への対応をはじめとした環境活動を推進

するとともに、Ｓｃｏｐｅ3の見える化にも取り組んでいます。

また、新しい時代の働き方へシフトするため、働き方改革や

女性活躍推進、ダイバーシティの実現といった社会的要請に

対応するため、ワークライフバランスを考慮した環境を整備して

います。こうした取り組み実績が認められ、2年連続で「健康

経営優良法人」に認定されました。

さらなる企業価値向上に向け、ガバナンス強化も図りながら、

引き続きＥＳＧ経営を推し進め、ＳＤＧｓの達成に貢献していき

ます。

社会変容に合わせた柔軟な働き方へのシフト

気候変動への対応などの環境負荷低減の取り組み

透明性の高い経営を確立する

・ ＳＤＧｓグループ調査の対象範囲を国内

　グループ全体に拡大 　

　（ＳＤＧｓ関連売上 連結売上高の18.4％）

2021年3月期実績 2022年3月期目標

2021年3月期実績（*1） 2022年3月期目標（*1）

・ 時間外労働時間 21時間46分

・ 年次有給休暇取得率 68.9％

・ テレワーク利用率 43.8％

 （本社勤務者は70％以上（*2））

・ 時差出勤（マイセレクトタイム）利用者 356名

・ 時間外労働時間 20時間以下

・ 年次有給休暇取得率 90％以上

・ テレワークの継続推進

2021年3月期実績（*3） 2022年3月期目標（*3）

・ オフィスのＣＯ2排出量（Ｓｃｏｐｅ2（*4））

　2013年度比 34％減

・ 紙の総使用量 2015年度比 76.4％

・ Ｓｃｏｐｅ3（*5）の見える化の拡大

・ オフィスのＣＯ2排出量（Ｓｃｏｐｅ2）

　2013年度比 36％減

・ 紙の総使用量 2015年度比 80％

・ ＴＣＦＤの枠組みに沿ったシナリオの策定

2021年3月期実績 2022年3月期目標

・ 譲渡制限付株式報酬制度を導入

・ 年間15社の国内機関投資家とのエンゲージ

　メントを実施

・ 参加型ハイブリット株主総会の開催

・ コーポレートガバナンスコード改訂や東京

　証券取引所の市場区分見直しに対応した

　ガバナンスの強化

ＥＳＧ経営ＥＳＧ経営

働き方改革働き方改革

環境保護環境保護

ガバナンスガバナンス

（*3）対象は国内グループ会社 （*4）電力起源の間接排出されるＣＯ2 （*5）オフィス以外から排出されるＣＯ2

（*1）対象はＤＴＳ単独 （*2）対象はＤＴＳ単独のうち本社勤務の1,600名

・ ＳＤＧｓグループ調査の対象範囲を国内

　グループ全体に拡大

　（ＳＤＧｓ関連売上 連結売上高の20％）

・ コーポレートサイト、英語での開示等、ＥＳＧに

　 関する開示の充実

・ 統合報告書を活用した国内外の投資家との 

　エンゲージメント 13社

・ 中長期の洗い出しとリスクマネジメントシス

　テムの見直し
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2022年3月期　重点領域

・モダナイゼーション案件の
　伸長
・公共系の伸長
　（デジタル庁案件獲得など）

・有望分野の強化・拡大

　クラウドインフラ　　ＥＲＰ
　ＣＡＳＥ・ＭａａＳ など

金融社会 法人ソリューション

・ＳｅｒｖｉｃｅＮｏｗや
　ＲｅＳＭ ｐｌｕｓサービス拡大

・ネットワーク領域強化

・グループ内連携による
　ＤＸ人材の育成

・地場ビジネスの拡大

運用基盤ＢＰＯ 地域・海外等

2021年3月期　四半期業績の推移

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

　　　　2020年3月期　　　　　2021年3月期 （単位：億円）

  100
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  40

213.6
199.7

238.3 236.2
224.1

210.9

248.1
258.0

31.5

35.7
12.7％

13.9％

22.9
25.5

10.2％

12.0％ 12.0％ 12.1％

28.6 28.4

22.2

18.4

10.4％

9.2％

△13.9億円

(△6.5％)

＋1.2ｐｔ

＋1.9ｐｔ

18.4

△2.1億円

(△0.9％)

△0.1億円

(△0.7％)

△13.1億円

(△5.9％)

＋9.9億円

(＋4.0％)

△1.2ｐｔ

＋2.6億円

(＋11.6％)

＋4.1億円

(＋13.3％)

△3.7億円

(△17.1％)

売上高

営業利益・
営業利益率

ＤＴＳグループの価値創造第１ 章

【事業戦略】

長年のノウハウと

新しい技術で

新たな強みを創出
顧客企業のＤＸを支える共創パートナー

になるべく、ＤＸビジネスを拡大・強化する

取締役常務執行役員 
（営業部門・事業部門・グローバルビジネス統括担当）

竹内 実

さらなる成長に向けた取り組み

ＤＴＳグループはお客様の事業の変革を強力に推進する

パートナーとして、ＤＸに必要な技術・ノウハウを提供するための

体制を強化しています。

2021年3月期は、ＤＸ人材の育成およびＤＸ関連ビジネスの

強化に取り組みました。2020年4月～2021年6月にはＤＸの

中核部分の一つであるＡＩビジネスの成長を加速させることを

目的に、全社横断の「ＡＩプロジェクト」を実施。ビジネスプラン

ニングや、技術検証など、提案力向上を図りました。これらの取り

組みもあり、ＡＩ技術を持つ人材は当初目標の3倍の300名以上

となりました。

2022年3月期は、新設したデジタルソリューション事業本部

を軸に、ＤＸ領域のビジネス化を加速します。育成したＤＸ人材

についても新たな活躍の場を広げるため、社内公募などを活用

し、組織の枠組みを超えた迅速な配置転換を行っていきます。

ＤＸ事業の中核の一つであるＡＩ領域成長に向け

全社横断の「ＡＩプロジェクト」を実施 新規事業の創出

ノウハウと新技術で新たな強みを創出する

営業力・ＳＩ力の強化

ニューノーマルを見据えた体制づくり

2021年3月期はこれまで続けてきた「営業力・ＳＩ力」のより

一層の強化を図りました。営業においては、ＳＦＡ(営業支援シス

テム)を活用し、タイムリーに情報共有できる体制を整えました。 　　

海外グループ会社のガバナンスも強化しました。不採算案件

があったNelitoの黒字化に向け、ＤＴＳ金融事業本部を中心に

立て直しに注力。ＤＴＳ独自の開発標準（ＰＭＳ）の導入や、受注

プロセスの見直しに取り組んでいます。 　

グループ全体では新しい領域へのチャレンジによる不採算の

発生はありますが、マネジメント強化・リスクの見える化を継続する

ことにより、不採算案件を連結売上高の0.5％以下に抑制して

います。

2020年の国内ＩＴサービス市場はマイナス成長

2020年後半からは回復し、2021年はプラス成長へ

2021年2月のＩＤＣジャパンの発表※によると２020年の国内

ＩＴサービス市場は、進行中のプロジェクトの中断や新型コロナウイ

ルス感染症の影響を受けたため、前年比2.8％のマイナス成長と

なりました。しかし、2020年後半からはＩＴサービスの受注状況が

回復傾向にあり、2021年はプラス成長に回帰するとみられます。

ＤＴＳグループにおいても、2021年3月期の売上高は、デジタル

テクノロジー株式会社の決算期変更の影響に加え、運用基盤

ＢＰＯセグメント以外の3セグメントで減収となり、前年同期比

41.2億円減でした。第4四半期会計期間では、前年同期比で

売上高＋9.9億円、営業利益＋4.1億円、営業利益率＋1.2ｐｔ

と、いずれも過去最高を更新しました。

2022年3月期の連結売上高は、950億円（前年同期比

＋45.0億円）とし、中期計画目標の1,000億円には届かない

ものの、過去最高の売上高更新を目指します。

コロナ危機で顧客のビジネス変革が加速

ＤＸ関連投資は継続・拡大を見込む

情報サービス産業においては、受託型のシステム開発・運用

など従来型の事業形態は変革期を迎えています。このため、

従来型のビジネスモデルでは今後の大きな事業拡大が見込め

ない環境となりつつあります。一方、情報技術の急速な進化や、

お客様のビジネス環境の激しい変化に伴い、新技術を活用した

ＤＸやレガシーシステムからの転換に向けた企業の投資は継続

すると見込んでいます。

新型コロナウイルス感染症をきっかけに、多くの企業が固定

観念に基づいたビジネスのあり方を見直しています。社会が大きく

変わろうとする中、変革をスピーディーに実現するためにデータや

デジタル技術を活用したＤＸが不可欠です。こうした環境を好機

ととらえ、モダナイゼーションや、公共分野のデジタル化、クラウド

インフラ、ＥＲＰといった有望分野の強化・拡大を目指します。

事業環境の見通し

ＳｅｒｖｉｃｅＮｏｗ

お客様とのつながりを重視

して設計されるシステム

自社のノウハウと新技術を組み合わせた製品や

システムインテグレーションを提供

運用支援、ＢＰＯなど

継続的に提供するサービス

● ＳｏＥ型１ ● ソリューションパッケージ提供型２ ● サービス提供型３

※　ＵｉＰａｔｈ、ＷｉｎＡｃｔｏｒ、ＤＡＶｉｎＣＩ ＬＡＢＳ、ＰＣＩ ＤＳＳ、ＳｅｒｖｉｃｅＮｏｗは、各サービスを提供する企業の登録商標です。

　

入力した情報を記録し、共有

することだけが目的ではなく、

実際にお客様に活用され、

お客様とシステムとの関係を

強化する

ＤＸ売上高の拡大にむけて、以下の3つのビジネスの強化に

取り組んでいます。

強化領域

① ＳｏＥ型ビジネス

 （System of Engagement：顧客接点系のシステム）

② ソリューションパッケージ提供型ビジネス

③ サービス提供型ビジネス

ＳｏＥ型ビジネス（①）の拡大のため、ＩｏＴ、ＡＩ、ＦｉｎＴｅｃｈ等の

デジタル新技術の活用や、アジャイル開発・ローコード開発等の

新しい手法を適用した開発を行っています。これにより、従来

よりもスピーディーな開発の実現を目指しています。

ソリューションパッケージ提供型ビジネス(②)では、製造現場の

デジタル化を支援するＩｏＴ Ｐｌａｔｆｏｒｍ「Ｐａｓｔｅｒｉｏｔ（パステリオ）」

の販売を開始しました。リアルタイムに工場全体を可視化し、

ルール・ＡＩによる制御を行うことで、生産性の向上や管理コスト

削減を実現します。

また、サービス提供型ビジネス（③）では、ＲｅＳＭサービス、

ＰＣＩ-ＤＳＳなどのサブスクリプション（利用料）型ビジネスも強化

しています。ヘルプデスク業務をデジタル技術でサポートする従業

員サポートデスクサービス「ＲｅＳＭ ｐｌｕｓ（リズムプラス）」では、

従業員の健康状態を可視化する機能を追加するなど、販売

拡大への取り組みを進めました。また、その基盤として活用して

いる「ＳｅｒｖｉｃｅＮｏｗ（サービスナウ）」のパートナープログラム

にも参画し、Ｓ Ｉ 案件の獲得に取り組んでいます。

※出典：ＩＤＣ Ｊａｐａｎ, 2021年2月「国内ＩＴサービス市場産業分野別予測、2021年～2025年」 (ＪＰＪ46564721)

※前第1四半期の数値は、デジタルテクノロジーの決算期変更影響を補正したもの。
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価値創造への取り組み第     章２ セグメント別事業概況
ＤＴＳグループの事業は、４つの事業セグメントから構成されています。

グループ15社が各セグメントに分かれ事業を行います。また、セグメントごとに事業連携も行い、

シナジーを発揮しお客様に価値あるサービス・ソリューションを提供いたします。

売上高
構成比

31.4％

所属社員
構成比

22.9％

※上記セグメントに含まれないグループ会社として、グループ各社のＢＰＯサービスを行う非連結の特例子会社 があります。

P29～31金融社会 セグメント

銀行業、保険業、証券業などの金融分野や、医療福祉、年金、自治体、通信

の社会公共分野のお客様に対し、以下のサービスを提供

● 情報システム導入のためのコンサルティング

● システムの設計、開発、運用、保守など（基盤およびネットワークなどの

 設計・構築を含む）

● 自社開発ソリューションの導入、運用、保守など

P32～34法人ソリューション セグメント

情報サービス業、製造業、小売業、流通業、航空運輸業などのお客様に対し、

以下のサービスを提供

● 情報システム導入のためのコンサルティング

● システムの設計、開発、運用、保守など（基盤およびネットワークなどの

 設計・構築、組込みを含む）

● 自社開発ソリューションやＥＲＰソリューションなどの導入、運用、保守など

P35～37運用基盤ＢＰＯ セグメント

幅広い業種のお客様に対し、以下のサービスを提供

● クラウド系サービスや仮想化システムなども含めたトータルな情報シス

 テムの運用設計、保守

● 常駐または遠隔によるシステムの運用、監視業務

● ＩＴインフラを中心としたシステムの運用診断や最適化サービスなど

● システム機器の販売など

地域・海外等 セグメント P38～42

地域企業やグローバルに展開する海外企業などのお客様に対し、以下の

サービスを提供

● システムの設計、開発、保守や自社開発を含むソリューションの導入

● ＩＴ分野における教育サービスなど

● アウトソーシングサービスおよびソフトウェアの設計、開発、運用、保守など

売上高
構成比

27.9％

所属社員
構成比

16.0％

売上高
構成比

所属社員
構成比

29.1％

20.3％

売上高
構成比

11.5％

所属社員
構成比

40.8％

 縦：シンボル＋日本語タイポ
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中期的
取り組み

ローコード開発で既存システムを素早く新しい技術に転換

汎用機等をベースとしたレガシーシステムを使用している

企業にとって、業務を止めずに新しい技術への転換は急務

です。ＤＴＳも「ＧｅｎｅＸｕｓ（ジェネクサス）」などのアプリケー

ション自動生成ツールを活用したアジャイル開発やローコード

開発により、顧客システムのモダ

ナイゼーションを支援しています。

これまで、銀行のほか、大手塾などのお客様に対し、

ＧｅｎｅＸｕｓを利用したモダナイゼーションに対応しています。

銀行 信託 証券 クレジット 金融系基盤構築 仮想通貨

顧客
管理

システム

ｅＫＹＣ
（オンライン本人認証）

 

 

申し込み  

 
顔・証明書

の撮影 

 
結果

（承認/謝絶）
を受信

口座開設 
承認/謝絶/差戻

本人確認

反社チェック (ＷＬＳ)
 

リスク
確認  

価値創造への取り組み第２章

金融社会金融社会

業界随一のノウハウ・実績で高度化する金融・社会公共分野の課題解決を支援

銀行業、保険業、証券業などの金融分野や、医療福祉、年金、自治体などの公共分野のお客様に対し、システムコンサルティング、

システム開発および運用サービスを提供しています。また、ＡＩなどのデジタル技術を活用して様々な社会課題の解決による、新たな

価値創出を行います。

金　　　融

金融業界における40年以上の実績とノウハウ、大規模案件・海外展開まで支援

長期的
取り組み

コンプライアンス、マネー・ローンダリング対策など、複雑かつ高度化する

金融機関の業務を高い専門知識とＡＩなどの最新のテクノロジーでサポート

　コンプライアンスなどの国内外の規制の強化、世界的な金融

犯罪の高度化に伴うアンチ・マネー・ローンダリング（ＡＭＬ）など、

金融業界を取り巻く課題は年々、複雑かつ高度になっています。

　ＤＴＳは長年培った業務知識とＩＴ専門知識にＡＩ（画像認識・

自然言語処理）による本人確認やＩＰアドレス追跡機能を組合

わせて、お客様の課題解決をサポートします。

さらに新技術の金融ビジネスへの活用研究に

取り組み、海外ソリューションも含めたサービス

提供を推進しています。

2021年3月期は公共系のシステム開発が堅調に推移した一方、

メガバンクにおける投資が縮小し、売上高は284億44百万円

（前年同期比7.8％減）となりました。金融分野では顧客のニーズ

の変化に対応するため、ローコード開発やアジャイル開発といった

新技術や新開発手法を活用した案件の拡大を図りました。社会

分野では、さらに、健康増進のための運動支援アプリの開発を

行い、生命保険会社と実証実験を実施しています。また、ＲＰＡ

導入およびその支援の拡大、ならびに「ＡＭＬｉｏｎ」や「ＤＡＶｉｎＣＩ 

ＬＡＢＳ」等のＤＸ関連ビジネスの強化にも取り組みました。

2022年3月期は、銀行は既存業務縮小、資産運用やデジ

タルサービスへ投資集中を見込む一方、対面を避けたネット

サービスの拡大がさらに進むと予想されます。また、保険では、

ネット取引やオンライン営業などの業務改革に向けたデジタル化

ニーズが想定されます。公共でもデジタル庁新設による各省庁

の情報システムの一元管理など、官公庁を中心としたシステム

投資が期待されます。当社グループにおいても、金融系システム

のモダナイゼーション案件および公共系案件の伸長を図って

いきます。

2021年3月期は生保系案件が伸長した一方、メガバンク案件の縮小で減少

2022年3月期は公共系の伸長やモダナイゼーション案件の受注に注力し、プラス転換を目指す

事業環境　（2021年3月期振り返りと2022年3月期の見通し）

キャッシュレス決済は一巡、モバイルサービスが拡大と予測

アフターコロナのニューノーマル対応と併せて開発技術者の育成を強化

　ＦｉｎＴｅｃｈの進化により、金融業界にも変革が起きています。

モバイルバンキング人口の急増とともにサービス拡大が予測さ

れ、アフターコロナのニューノーマルに向けてテレワーク、省力化・

自動化の推進が加速。こうした外部環境への対応として、金融

分野では右記の内容を実施していきます。

・ ビジネスプロセス分析、ＲＰＡ要員を200名体制へ

・ クラウドサービス、スマホアプリおよびＶＤＩ、コミュニケーション

　ツールの有識者の増強

・ システムアーキテクト（方式設計）人材の育成

・ ソリューションを支える新技術開発に取り組む人材育成の強化

中長期の成長戦略

金融分野 ◎ 創業以来、銀行、信託銀行、証券など金融ビジネス全般のシステム開発・保守における40余年の実績。

　　　　　　 ◎ 大規模システム統合やシステム再構築などに対応する、高度な金融系業務知識を有する技術者。

社会分野 ◎ 生保、生損保、年金、官公庁・自治体、医療福祉などの分野において高度な業務知識と豊富な

             開発経験・実績。

　　　　　　 ◎ 主要顧客においての確固たる実績と強い信頼関係による規模。

金融業界における40年以上の実績と業界随一の業務ノウハウ

社会公共分野の豊富な実績と専門知識・技術力と顧客との信頼関係

金融社会の
強み

ＡＩ

ＡＩ

Ｋｎｏｗｌｅｄｇｅ Ｂａｓｅ
( 知識ベース )

業務フロールール

データ項目

画像帳票イメージ

画像帳票

ソースコード

データベース

既存業務 ・システム ローコード開発 新技術のシステム

仕様
解析

ジェネ
レータ

入力
自動
生成

1,325名 159社

28,444 27,99330,835 30,071

所属社員数 （2021年3月末） 顧客数 （2021年3月末） 売上高 （単位 ： 百万円） 受注高 （単位 ： 百万円）

2019年

3月期

29,608 30,329

2020年

3月期

2021年

3月期

2019年

3月期

2020年

3月期

2021年

3月期
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　産業別就業者数で2030年には、「医療福祉」が「卸売・小売

業」を上回り、製造業に比肩するほどの産業となることが予想

されています。ただし、医療機関の経営状況は総じて厳しく、

効率化・コスト削減が喫緊の課題となっています。

　また、スマートウォッチの普及にみられるように、健康・医療

情報を自身で管理し、健康増進や重症化予防に活かすパーソ

ナル・ヘルス・レコード（ＰＨ Ｒ）が一気に拡大していくと考え

られます。

　こうした外部環境への対応として、社会分野では下記の内容

を推進していきます。

・ 健康増進への行動変容を促すヘルスケアソリューションの

 創出

・ 医療とAIを融合させたソリューションへの取り組み

診断結果
（紙）

診断結果
（紙文書）

診断結果
（ＰＤＦ）

登録

データ抽出・
書類 
作成 

データ抽出・分析

労基署健診機関健診機関
予約・受診

現場の
管理者

予約・受診状況登録

社員 人事 産業医 人事

データ活用
予約・受診状況

登録
検診結果データの

登録

・有所見者の抽出

・ハイリスク者の
  特定・面談

・ハイリスク者の
  現状確認

・安全衛生委員会
  での検討

ＳｅｒｖｉｃｅＮｏｗ®

価値創造への取り組み第２章

通信キャリア官公庁・自治体共済年金医療福祉損害保険生命保険

少子高齢化によりモバイルヘルスケア市場が急成長

新型コロナウイルスの影響もあり、「非対面診療」など医療業界のデジタル化が進む

中長期の成長戦略

健康管理業務のデジタル化を支援

将来的にはパーソナル・ヘルス・

レコードの活用を目指す

社　　　会

社会公共分野のシステム開発・保守における豊富な実績と業務ノウハウ

ＡＩを活用した「予測分析」をもっと身近に

機械学習によるビジネスイノベーションをすべての産業に

長期的
取り組み

「ＤＡＶｉｎＣＩ ＬＡＢＳ（ダヴィンチ・ラボ）※は高度なＡＩデータ

分析を簡単に実現できるプラットフォームです。業務知識が

あれば、データサイエンティストに依存することなく、お客様の

それぞれの現場で、ＡＩによるビジネスイノベーションを創り

出すことができます。ＤＡＶｉｎＣＩ ＬＡＢＳで保険

事務のコアな成果指標の1つである損害率を

5～8％下げたり、契約維持率を1～3％以上

高める等の実証がなされています。

1 マーケティング 4 支払い査定

2 損害額予測 5 不正検知

3 アンダーライティング 6 営業員のマッチング

保険業界
での

ユースケース

データベース ＰＣＡＩ

【 機 能 】　①データ読み込み　②データの前処理

　　　　　　　③学習と分析　④予測モデル・クラスタリングセットの作成

ＡＩ

近年、健康経営への意識の高まりから、より戦略的に

従業員の健康管理を行う企業が増えています。健康管理

業務は多岐にわたるうえ、紙ベースで多大な労力とコストを

かけて行われています。ＤＴＳは医療・保険分野の経験や

ＳａａＳ型ＩＴサービスマネジメント「ＳｅｒｖｉｃｅＮｏｗ（サービス

ナウ）」の経験をもとに、健康管理業務の

自動化と効率化を支援しています。将来的

には蓄積したパーソナル・ヘルス・レコードを

活用したサービスを検討しています。

※ ＤＡＶｉｎＣＩ ＬＡＢＳは、ａｉｌｙｓ Ｃｏ.,Ｌｔｄ.が保有するＡＩ基盤を活用したデータ分析プラットフォームです。

中期的
取り組み

法人ソリューション法人ソリューション

様々な業界業種へ最適なシステム・最新の技術により社会へ貢献

小売・流通業での最新技術を用いた産業基盤の構築や自動化ツール支援、製造業における合理化・効率化へ向けたワンストップ・

ソリューションの提供、航空運輸業界のインフラ整備を行っています。また、住宅業界における環境負荷低減や医療分野のビッグ

データ活用など、最新技術を活用した社会課題の解決にも取り組んでいます。

法人ソリューションの
強み

小売・流通・航空・製造業など多様な業界の豊富な業務知識と開発実績

組込みシステム開発を主軸に、車載・医療分野のＤＸ化を支援

事業環境　（2021年3月期振り返りと2022年3月期の見通し）

2021年3月期は、ＳＡＰを活用したソリューション案件やクラウド

環境の構築案件などが堅調に推移したものの、組込み関連事業、

住宅関連の開発案件などが低調に推移し、売上高は263億65

百万円（前年同期比4.6％減）となりました。当期の新たなソリュー

ションとしては、 2020年4月、製造現場のデジタル化を支援する 

ＩｏＴ Ｐｌａｔｆｏｒｍ「Ｐａｓｔｅｒｉｏｔ（パステリオ）」の販売を開始しました。

また、2022年3月期は、ＳＤＮによるネットワーク基盤構築など、

仮想化技術を活用したプロジェクトに取り組んでいます。これらの

ノウハウを蓄積していくことによりビジネスの拡大を図ります。

さらに、ソリューションベンダーと協業し、クラウド基盤構築を

含めたワンストップかつ短納期でのＳＩ提供に取り組むなど、顧客

ニーズにあわせて柔軟な提案を推進しています。

2021年3月期は組込み関連事業や住宅系の開発案件減少などで減収

2022年3月期はクラウドインフラ案件の拡大などで更なる伸長を目指す

1,177名 814社

26,365 26,89227,649 27,898

所属社員数 （2021年3月末） 顧客数 （2021年3月末） 売上高 （単位 ： 百万円） 受注高 （単位 ： 百万円）

2020年

3月期

2021年

3月期

2020年

3月期

2021年

3月期

22,517 23,489

2019年

3月期

2019年

3月期

◎ 小売・流通・航空運輸業界における豊富な業務知識、構築力。

◎ 大手製造業の受発注管理・商品開発管理システムにおける豊富な開発実績。生産計画から、製造・

 販売に至るまで、ＩｏＴとビッグデータ（ＡＩ・ＢＩの活用）を組み合わせ、トータルにソリューションを提供。

◎ 自社パッケージをはじめ、ＳＡＰ、 intra-martなど、大規模から中小レンジまでカバーしたソリューション

 ラインナップ。

◎ 車載分野や組込み分野における開発支援ツールや検証・生産支援ツールなどの自社プロダクトの提供。

◎ 医療分野における計測制御システム、ハードウェア・ファームウェア受託開発などの豊富な実績。

法人ソリューション

             分野

組込み関連分野
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小売・流通業 製造業 航空運輸業 ＩＴコンサルティング ＥＲＰ・パッケージ

基幹業務 業界・業種別 ハウジング ビッグデータ 新規領域

車載機器 組込み機器 医療機器医療機器 医療機器デジタル放送監視機器

価値創造への取り組み第２章

企業の2027年問題に向けた準備を。体制構築と対応力強化が課題

ＳＡＰ ＥＲＰの保守サポート切れに対応するため、各業種で

既存製品から「ＳＡＰ Ｓ/4 ＨＡＮＡ」への移行の動きが継続して

おり、依然として高い需要が見込まれています。また、アフターコロナ

におけるオンライン化・デジタル化を見据え、5Ｇは有望な成長

分野です。特に製造業におけるＩｏＴビジネスの拡大が期待され

ます。こうした外部環境に対し、下記に対応していきます。

・ 人材の補強 （提案要員、大型案件推進の要員、コア人材）

・ グローバル事業の推進　　　　　　　・ 大規模案件への挑戦

・ プライム案件受注に向けた体制強化

・ 顕在化する顧客の新規ニーズへの対応力の増強

中長期の成長戦略

法人ソリューション

様々な業界・業種へ最適なシステム・最新の技術を、ワンストップで提案

中長期の成長戦略

自動運転やその周辺領域の開発需要増加

人材確保とともに新たなサービスやビジネスの創出が課題

自動車プロダクト市場は、引き続きＴｉｅｒ1、Ｔｉｅｒ2設備投資など

で伸長傾向が予測されています。また自動車受託市場も、自動

運転に加え周辺領域などの開発需要は増加すると予測されて

います。ただし医療市場は伸び悩んでおり、当中計期間の投資は

軟調傾向が続くと見込まれています。こうした外部環境への対応

として、組込み分野では右記の内容を実施していきます。

・ 業界内における競争力の向上

・ 高度技術者の人材確保

・ プロダクト新製品、新サービスの創出

・ 車載ならびにモビリティー全体の開発ビジネスへとサービスの

　 集中と展開、医療技術の進化をとらえ、主要な医療技術へと

　 技術シフト

中期的
取り組み

ＩｏＴ機器の次世代プロセッサ ＲＩＳＣ-Ⅴ

システムＬＳＩ設計・検証・試作サービスを提供

ＤＸ/ＩｏＴビジネスを牽引する新たなプロセッサＲＩＳＣ-Ⅴ。米国ＳｉＦｉｖｅ社の

国内総代理店としてＲＩＳＣ-ⅤのＣｏｒｅ ＩＰの販売から、システムＬＳ Ｉ設計・検証・

試作サービスを提供し、ハードウェア設計・製造から、ＯＳポーティング・ドライバ

開発・アプリケーション開発までトータルで提供、より高品質な組込みシステム

開発に貢献します。

組込みシステム

組込みシステム開発を主軸に、車載・医療分野のＤＸ化を支援

交通

店舗

物流
スマホ

人

車

工場

作業者作業者

本社 支社

営業所

倉庫

工場

産業用ロボット工作機器 製造ライン

Ｂｉｇ ＤａｔａＡＩ

長期的
取り組み

製造業をＩＴでつなぐ ＤＴＳ Ｃｏｎｎｅｃｔｅｄ Ｉｎｄｕｓｔｒｉｅｓ

～ＩｏＴとＡＩの力で製造現場のＤＸ化を実現～

2020年4月、製造現場（エッジ）のデジタル化を支援する

ＩｏＴプラットフォーム「Ｐａｓｔｅｒｉｏｔ（パステリオ）」の販売を開始

しました。Ｐａｓｔｅｒｉｏｔはリアルタイムに工場全体を可視化し、

ルール・ＡＩによる制御を行うことで、生産性向上、管理コスト

削減を実現します。これまで製造現場で職人の経験や勘に

依存してきたスキル・ノウハウをデジタル化。

当期においては工場の複数設備における

着完情報を活用し、作業者単位の状況や

設備稼働状況の可視化も実現しました。

Ｍｏｂｉｌｉｔｙ

長期的
取り組み

自動車の概念を変革する技術革新ＣＡＳＥ

豊かなモビリティ社会の実現に向けた車載開発

Ｃｏｎｎｅｃｔｅｄ（コネクティッド）、Ａｕｔｏｎｏｍｏｕｓ（自動化）、Ｓｈａｒｅｄ ＆

Ｓｅｒｖｉｃｅｓ（シェアリングとサービス）、Ｅｌｅｃｔｒｉｃ（電動化）といった技術革

新を表す「ＣＡＳＥ」。これまでの車載開発で培ってきた技術と信頼で、こ

れらＣＡＳＥを構成する4つの技術要素を組み合わせて、より安全快適で

利便性の高い次世代モビリティサービスの構築ＭａａＳ（Ｍｏｂｉ ｌ ｉｔｙ ａｓ　ａ 

Ｓｅｒｖｉｃｅ）の実現に向けて開発を加速してまいります。

住宅建設業向け
基幹システム

データをグラフィカルに可視化
Ｇａｌｌｅｒｉａ Ｓｏｌｏ（ガレリアソロ）

データを簡単に集計・分析

データスタジオ@ＷＥＢ

生産管理
システム

人事
システム

ロジ・会計
システム

販売管理
システム

住空間プレゼンテーションＣＡＤソフト
Ｗａｌｋ ｉｎ ｈｏｍｅ

（ウォークインホーム）

Ｂｉｇ Ｄａｔａ

中期的
取り組み

ＤＴＳは新たな事業の展開として住宅建設業の住宅基幹

ｆｒａｍｅｗｏｒｋの開発を住宅メーカーのヤマダホームズ様

と共同開発し、自社ソリューションとして販売開始いたしました。

住宅メーカーやホームビルダーのお客様向けに提供して

いる「Ｗａｌｋ ｉｎ ｈｏｍｅ」や、自社ＢＩツール「データスタジオ

＠ＷＥＢ」「Ｇａｌｌｅｒｉａ Ｓｏｌｏ」や他社の会計、人事などのソフト

などを組み合わせることで、顧客管理・受発注管理・工事

工程管理・原価管理・アフター

管理など、一気通貫のハウジ

ングソリューションを提供して

います。

「Ｗａｌｋ ｉｎ ｈｏｍｅ」と「住宅基幹ｆｒａｍｅｗｏｒk」により、

一気通貫のハウジングソリューションを提供
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中期的
取り組み

価値創造への取り組み第２章

システム運用 システム運用設計 　　　　　ＢＰＯ 　　　　カードセキュリティ

運用基盤ＢＰＯ運用基盤ＢＰＯ

運用基盤ＢＰＯの
強み

煩雑なシステム運用業務からお客様を解放、効率的・最適な運用を実現

お客様のＩＴ戦略課題を、最新技術や業務ノウハウで解決

日常の「当たり前」をトータルに支える運用・ＢＰＯサービス

システム運用のスペシャリストがお客様の運用に関する課題を解決し、システム運用の最適化を実現します。また、ＢＰＯサービスとしてお客様

の業務支援や、経験豊富な業務改善のスペシャリストがＲＰＡ（Robotic Process Automation）を活用した業務の自動化と業務プロセス改善

をご提案いたします。

中長期の成長戦略

ＩＴ予算の9割が保守運用に。ビジネスパートナー (ＢＰ)との連携を強化し、新規開拓

　2027年問題として基幹系システムを21年以上稼働している

企業の割合が全体の6割を占めるようになると言われており、

刷新に迫られる企業の増加が見込まれています。また、刷新

だけではなく今後の予測として、働き方改革や人材不足の影響

などにより企業のＩＴ予算の9割以上が保守運用のために費や

されるという予測もあります。こうした外部環境への対応として、

運用・ＢＰＯ分野では下記の内容を実施していきます。

・ 新規部門・顧客開拓のチャネルの強化

・ 協業ＢＰとの一層の連携強化、新規ＢＰの発掘

・ ＤＸ技術・自動化・省力化

運用ＢＰＯ

煩雑なシステム運用業務からお客様を解放、効率的・最適な運用の実現へ

2021年3月期は基盤プロダクト分野におけるプ ロ ダ ク ト

ビジネスが好調であり、前期のデジタルテクノロジー株式会社に

おける決算期変更影響をカバーし、売上高は252億38百万円

（前年同期比1.4％増）となりました。運用ＢＰＯ分野では社内

ヘルプデスク業務をデジタル技術でサポートする「ＲｅＳＭ ｐｌｕｓ

（リズムプラス）」の販売拡大や、その基盤として活用している

「ＳｅｒｖｉｃｅＮｏｗ®」のＳＩ案件の獲得に取り組んでいます。また、

2021年にはＲｅＳＭ ｐｌｕｓのサービスへ従業員の健康状態を

可視化する機能を追加しました。 2022年3月期はＲｅＳＭ 

ｐｌｕｓの新サービスを検討されているお客様との実証実験など

の支援や既に導入済みのお客様に対しては蓄積されたデータを

活用したサービスの改善を提案していきます。

2021年3月期はプロダクト販売やＩＴアウトソーシング案件の伸長で増収

2022年3月期はサービス提供型ビジネスの強化などを図り、増収予想

事業環境　（2021年3月期振り返りと2022年3月期の見通し）

中期的
取り組み

クレジットカードの情報漏洩、

不正使用から守る

2018年9月の割賦販売法改正により、クレジットカード情報を

取り扱うすべての事業者は、取り扱う環境やセキュリティについて、

厳しく管理しなければならなくなりました。当社では、クレジット

カード情報が含まれた申込書のデータなどを、ＰＣ Ｉ ＤＳＳに準拠

した高セキュリティ環境下で安全に代行処理します。

・ ＰＣＩ ＤＳＳ Ｖｅｒ 3.2.1に完全準拠

・ ＰＣＩ ＤＳＳを最低限とした高セキュリティ

・ 定期的なセキュリティ教育による安全性の向上

・ 業界の指針にスピーディーに対応

・ 業界・業務ごとに異なる運用に対応

・ お客様の要望に沿って運用をカスタマイズ
 ・ 特有の業務工程やイレギュラーケースにも柔軟に

対応が可能

ＰＣＩ ＤＳＳに完全準拠したＢＰＯセンター

お客様の要望に沿ってカスタマイズが可能な業務設計

924名 606社

25,238 25,910
22,517

26,978
24,879 23,489

所属社員数 （2021年3月末） 顧客数 （2021年3月末） 売上高 （単位 ： 百万円） 受注高 （単位 ： 百万円）

2019年

3月期

2019年

3月期

2020年

3月期

2020年

3月期

2021年

3月期

2021年

3月期

Ｃｙｂｅｒ
ＳｅｃｕｒｉｔｙＲｏｂｏｔｉｃｓ

ＲＰＡ資産管理

マルチサービスの利益を、シンプルに統合して提供
 

サービス・インテグレーター 
＜ 統一された管理プロセスと高い運用効率（自動化）で、

複雑なＩＴサービス環境を一元管理 ＞ 

ＩＴ部門 総務人事  事業部門

ビジネスにフォーカス
できる環境  
従業員生産性向上への
寄与

 

 

顧客

ＤＴＳ

 

 
 

   

システム（サーバ）の
生産性向上

システム運用管理

従業員（クライアント）の
生産性の向上

従業員サポートデスク

ＳｅｒｖｉｃｅＮｏｗ®

ＤＴＳは、ＩＴサービスマネジメントプラットフォーム分野で

世界的にも注目されている「ＳｅｒｖｉｃｅＮｏｗ®」を展開する

ＳｅｒｖｉｃｅＮｏｗ, Ｉｎｃ .と2020年3月にパートナー契約を締結

しました。ＳｅｒｖｉｃｅＮｏｗは企業の生産性を引き出すデジタル

ワークフローを提供する、企業向けのクラウドプラットフォームです。

ＤＴＳのＲｅＳＭ ｐｌｕｓの基盤をＳｅｒｖｉｃｅＮｏｗで構築したプラット

フォーム上に統合することにより、統一された管理プロセスと高い

運用効率で、複雑な環境を統合管理することが可能になりました。

また、新型コロナウイルス対応で、企業における従業員の健康管理

で課題があることに着目し、ＲｅＳＭ ｐｌｕｓのサービスへ従業員の

健康状態を可視化する機能を追加しました。ＳｅｒｖｉｃｅＮｏｗの

「危機管理ソリューション」と組み合わせ、従業

員の健康状態をダッシュボードでリアルタイム

に把握する機能を実現しました。

老朽化・複雑化・ブラックボックス化するレガシーシステムからの脱却を支援

統一管理されたプラットフォームと標準プロセスによる顧客の生産性向上

を実現運用ＢＰＯ分野 　　　◎ 40年以上の経験とノウハウで、高品質な運用体制を迅速に構築。システム運用に関わるすべての領域

　　　　　　　　　　　　　　　をサポート。また、独立系の強みを活かし、お客様のニーズに合わせ、オンプレミス、クラウドサーバー

　　　　　　　　　　　　　　　から仮想化システムまで幅広く運用設計・構築・運用・運用監視サービスを提供。

　　　　　　　　　 　　　◎ 営業支援やヘルプデスク、ＲＰＡ導入支援など、様々な業務をトータルサポート。

プロダクト基盤分野  ◎ システム基盤の設計から構築までを一元的に提供。

　　　　　　　　　 　　　◎ サーバーやＰＣ端末などをワンストップで提供。 　　　　
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地域・海外等地域・海外等

地域企業やグローバルに展開する海外企業などのお客様に対しソリューションを提供

国内9社（ＤＴＳを含む）、海外6社の15社で、グループ各社がそれぞれの強みを活かしながら連携し、様々なＩＴニーズに対応。

ＤＴＳグループ15社が一体となり、お客様に最適かつ最新の価値あるソリューションを提供しています。

地域・海外等の
強み

首都圏だけでなく、地域を含めた国内外ネットワークを展開

グローバルネットワーク強化により、顧客のグローバルビジネス拡大を支援

地域分野 ◎ 地域子会社におけるニアショア開発の推進。

　　　　　　 ◎ 地方自治体や、地場企業向けのＳＩサービス、ソリューション導入等のサービスの展開。

海外分野 ◎ 海外子会社におけるオフショア開発、ＢＰＯサービスの推進。

　　　　　　 ◎ グローバル展開する日系法人企業のお客様へのＳＩサービス提供。

　　　　　　 ◎ 海外子会社におけるグローバル金融ビジネスへのソリューションの提供。

そ の 他 ◎ ＩＴ分野における教育・研修、能力開発およびコンサルテーション（→ P50）

2021年3月期は金融系や地方自治体案件縮小などにより減少

2022年3月期は各地域の強みを活かした営業活動を進め、拡大を目指す

　2021年3月期は海外分野では、DTS SOFTWARE VIETNAM 

CO., LTD.、大連思派電子有限公司（ＤＬＳＥ）ならびに株式会社

思派電子ジャパン（ＤＬＳＥジャパン）の連結子会社化などにより

増収となったものの、地域分野では地銀向け案件の延伸・

体制縮小の影響などで、売上高は104億44百万円（前年同期比

7.2％減）となりました。

　2022年3月期はパッケージソフトのクラウド 化対応案件やＡＩ

ＦＡＱソリューション 「ｋｏｔｏｓｏｒａ（コトソラ）」 による問い合わせ

対応の自動化、史的文字データべースのポータルサイト構築

などの文教関連案件の拡大を目指します。また、行政サービス

向けにこれまで培ったノウハウと最新のＤＸ技術により地域の

発展に貢献していきます。

事業環境　（2021年3月期振り返りと2022年3月期の見通し）

2019年

3月期

2020年

3月期

2021年

3月期

2019年

3月期

2020年

3月期

2021年

3月期

2,366名

10,44411,253
9,080

10,23011,155
9,188

所属社員数 （2021年3月末） 売上高 （単位 ： 百万円） 受注高 （単位 ： 百万円）

価値創造への取り組み第２章

Ｓｙｓｔｅｍ・Ｓｅｒｖｉｃｅ

Ｉｎｔｅｇｒａｔｅ

Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ・

ＢＰＯ

Ｎｅｔｗｏｒｋ Ｐｒｏｄｕｃｔ

ＤＴＳ
ネットワーク領域の人材・
技術・ノウハウ

デジタルテクノロジー 

サーバー、ネッ トワーク、セキュリティ
製品等のプロダクト・ソフトウェア販売
および、関連するインフラ構築

アイ・ネット・リリー・
コーポレーション

ネットワーク基盤の設計・
構築・運用管理

トピック

中期的
取り組み

CAFE

本社　　　　　　　　　　　　　　　　テレワーク

サーバー

クラウド

バックアップ

テレワーク就業管理

Ｗｉｎ
１０

Ｗｉｎ
１０

Ｗｉｎ
１０

Ｗｉｎ
１０

仮想デスクトップ（Windows10）

ＶＤＩ基盤

・就業時間

・無操作時間

・閲覧ＵＲＬ ．．．ｅｔｃ

ｌｉｑｕｉｄｗａｒｅｄｒｕｖａ

持続可能な社会の実現と早期の達成に

むけ、ＩＴ（ＤＸ技術）の活用による貢献を

目指し、クラウドサービスとして幅広く使われ

ている「Ａｍａｚｏｎ Ｗｅｂ Ｓｅｒｖｉｃｅｓ」および「Ｍｉｃｒｏｓｏｆｔ 

Ａｚｕｒｅ」の構築、運用支援や、アウトソーシングサービス

の提供によりクラウドを含めたサービス

の運用負荷を軽減することでクラウド

利用を加速し社会全体の効率改善を

目指しています。

ＤＸ技術で「働き方ソリューション」

およびクラウドシフトを支援

Ｃｌｏｕｄ
Ｃｏｍｐｕｔｉｎｇ

ＡＩ、ＩｏＴ、5Ｇ等の技術の進展で基盤・ネットワークは社会インフラとしてますます重要に

今後、ＡＩやＩｏＴ、5Ｇが当たり前に実装される社会になると見込

まれます。これに伴い、システム基盤やネットワークなどの物理的な

基盤がますます重要な社会インフラとなります。こうした外部環境

に対応するため、基盤分野では右記の内容を実施していきます。

・ グループ3社（ＤＴＳ、デジタルテクノロジー、アイ・ネット・リリー・

 コーポレーション）のシナジー強化

・ ネットワーク・基盤技術者の強化・育成

・ サービス提供型モデルの確立

中長期の成長戦略

クラウド インテグレーション プロダクト ネットワーク

お客様のＩＴ戦略の課題を、最新技術や業務ノウハウで解決

基盤

2021年6月、アイ・ネット・リリー・コーポレーション株式

会社を100％子会社化しました。

同社は、ネットワーク基盤の設計・構築・運用管理

を手掛けるシステム受託開発業を強みとし、ネットワーク

基盤構築業務をワンストップで対応しています。

ＤＴＳグループのネットワーク領域の知見とサーバーや

ネットワークプロダクトの目利き力に、アイ・ネット・リリー・

コーポレーションのネットワーク基盤構築のノウハウを加え、

グループのネットワークソリューションを強化していきます。

アイ・ネット・リリー・コーポレーションを100％子会社化し、

ネットワークソリューションを強化
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東京

沼津

名古屋

京都

大阪

福岡

札幌

価値創造への取り組み第２章

地  域地  域

地域の課題解決は、日本ＳＥ、ＤＴＳ ＷＥＳＴ、九州ＤＴＳが解決

ＤＴＳグループ地域ユニット3社（日本ＳＥ、ＤＴＳ ＷＥＳＴ、九州ＤＴＳ）は、首都圏だけではなく、地場でのサービスの提供を積極的

に行っています。また、各地域での地域貢献事業にも、積極的に取り組んでいます。

成長
戦略

労働集約型からサービス型事業へニーズが変化し、ＳＥの需要が増加

地場大手企業との関係構築を強化し、ビジネス協創に取り組む

　地域分野において顧客のニーズは労働集約型事業から

サービス型事業へと変化してきています。また全国的なＩＴエン

ジニア不足の中、地場のＩＴ企業間での開発案件の引き合い

などが多くなり、地域分野においてもシステム・エンジニアの

需要が高くなっています。こうした外部環境の変化を捉え、

右記の内容を実施していきます。

・ 地場大手企業との関係構築およびビジネス協創

・ 広域事業基盤の確立

・ 業務領域の拡大（新規顧客・新領域）

・ サービス型事業への挑戦

・ 提案力の強化

・ ニアショア・オフショアの検討

株式会社ＤＴＳ ＷＥＳＴ

大阪・京都・名古屋を中心に、消防防災・製造・自治体

などへのＳＩサービスを展開し、ＲＰＡ、ＡＩ、クラウドコン

ピューティングなどのＣＡＭＢＲＩＣをテーマとした新規

事業にも取り組んでいます。

九州発とした、ＳＩサービスを金融、法人、公共などの様々な

分野で展開しています。特に金融分野においては地銀・

メガバンク（勘定系・情報系）での開発実績を数多く有して

います。ニアショア開発のサポートにも対応しています。

株式会社九州ＤＴＳ

札幌、東京、沼津に開発拠点を設け、主に卸売・小売、

保険・証券、自治体向けのシステム提案から設計、開

発、基盤構築、運用/保守までを行っています。特に

販売管理において数多くの実績を有しています。

日本ＳＥ株式会社
2021年3月期

売上高

83.6億円

2021年3月期

社員数

891名

日本
ＳＥ

509名

ＤＴＳ
ＷＥＳＴ

254名

九州ＤＴＳ

128名

日本
ＳＥ

41.1
億円

 九州ＤＴＳ

13.5億円

ＤＴＳ
ＷＥＳＴ

　29.0億円

事例

ＤＴＳ ＷＥＳＴは、Ｗｉｔｈ（ウィズ）コロナ

ソリューションとして、地元企業と協働で

京都府立植物園様向けに非接触型タッチ

パネルを利用した観光案内板を開発しま

した。 2021年1月に実証実験を実施し、

京都府民をはじめ来園者の皆様に非接触

型観光案内板を操作していただき、その

操作感や安全性を体験していただきました。

コロナ社会対応ビジネスモデル創造事業の

事業化可能性調査プロジェクトとして

非接触型観光案内板の実証実験を実施

「ｋｏｔｏｓｏｒａ（コトソラ）」 は人と会話をして

いるような自然なやりとりでＦＡＱを利用でき

るソリューション。日本語、英語、中国語（簡体

字）などでコミュニケーションできます。
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社会
課題例

マイクロファイナンスのＩＴソリューション「ＦｉｎＣｒａｆｔ」で

経済的に恵まれていない人々を支援

Nel ito Systems Limited は 、当社の自社パッケージ

ＦｉｎＣｒａｆｔの品揃えとして、マイクロファイナンス向けのＩＴソリュー

ションを提供し、ＳＤＧｓの活動に貢献しています。マイクロファイ

ナンスは、経済的に恵まれない人々に小口資金の融資を行い、

経済的な自立を促す金融サービスです。 Nelitoは、インドに

おいて僻地の女性起業家を支援する企業にこのソリューション

を提供しているほか、東南アジア、東アフリカ諸国でも営業

活動を行っています。

重要課題とするグローバル事業　インド、中国、ベトナム、北米を中心にビジネスの拡大を加速

2007年から、グローバル展開する日系法人企業のお客様へのＳＩサービス提供を本格的に開始し、幅広い分野のお客様を支援して

きました。グローバル競争力の強化を目指して、今後もお客様のご要望に合わせたソリューションを提供していきます。

成長
戦略

グローバル化する顧客ニーズに組織力で対応し

ノンオーガニックによる海外ビジネスの拡大を目指す

　国内ＩＴ市場が伸び悩みする一方、海外のＩＴ投資は堅調に

推移すると見込まれています。さらに国内のＩＴ人材不足は

深刻化し、オフショア開発力の強化や国内外国人の採用の

検討が必至となります。またＤＸのグローバル化が進展し新た

な技術、ソリューションが次々と生まれてくると予測されます。

グローバル分野では下記の内容を実施していきます。

・ 各拠点のビジネス基盤を強化

・ 海外ビジネスで強みとするサービスの強化

・ 海外商材アンテナ機能の強化

・ グローバル人材の育成

海  外海  外

大連思派電子有限公司

ＤＴＳ上海の子会社。日本向けのＩＴオフショア開発、中国

企業向けのＩＴソリューション、自社ソフトウェア製品の開発・

販売・保守などのサービスを提供しています。

思派電子ジャパンは、大連思派電子有限公司の子会社です。

株式会社思派電子ジャパン

金融機関向けのＳＩサービス、自社パッケージＦｉｎＣｒａｆｔの

開発・販売を行っています。ＳＷＩＦＴの認定パートナー。ＤＴＳ、

ＤＴＳアメリカと連携し、北米・アジアでのＳＩサービス、自社パッ

ケージ販売、オフショア開発を行っています。

Nel ito Systems Limited

アメリカ（主に東海岸、中西部、西海岸）およびカナダでの

金融機関向けコンサルタントサービスやＳＩサービス、小売業、

ヘルスケア、製造業への基幹システム向けＳＩサービスを

行っています。

DTS America Corporation

金融業、通信業、小売業、製造業など、法人のお客様向け

オフショア開発サービス、および住宅設計図面作成、建築

部材の3Ｄモデリング、データ入力などのアウトソーシング

サービスを行っています。

DTS SOFTWARE VIETNAM CO.,LTD．

製造・小売・流通業向けのＥＲＰソリューション、金融業向け

の業務効率化コンサルティング、および上流工程を含めた高

付加価値のオフショア開発・保守サービスを提供しています。

逓天斯(上海)軟件技術有限公司

2021年3月期

売上高

20.3億円

2021年3月期

社員数

1,468名

Ｎｅｌｉｔｏ

1,218名

ＤＴＳ
アメリカ

5.2億円

Ｎｅｌｉｔｏ

13.2億円

ＤＬＳＥ 0.3億円 ＤＴＳアメリカ 16名

ＤＴＳ上海 9名

ＤＴＳベトナム 0.1億円

ＤＬＳＥジャパン 28名

ＤＬＳＥジャパン

　　　　　1.0億円

ＤＴＳ上海 0.5億円

ＤＴＳベトナム 146名

ＤＬＳＥ 51名

東京

大連

上海

ハノイ

ムンバイ

ロサンゼルス

ダラス

ニューヨーク
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ＥＳＧ経営の概況

ＥＳＧ経営と企業活動でのＳＤＧｓへの貢献を推進し、

ＤＴＳグループならではの新たな価値の創出を目指します。

4343 4444

第     章３ 持続的成長を支える取り組み ＥＳＧ経営の概況

企業活動

ＥＳＧ経営と企業活動でのＳＤＧｓへの貢献を推進し、

ＤＴＳグループならではの新たな価値の創出を目指します。

「環境と人にやさしいＤＴＳ

グループ」を目指し、脱炭素

などの環境負荷の低減に向

けて活動を推進しています。

環境
Ｅｎｖｉｒｏｎｍｅｎｔ

ガバナンス
Ｇｏｖｅｒｎａｎｃｅ

社会
Ｓｏｃｉａｌ

ＥＳＧ
経営

働き方改革や女性活躍

推進、ダイバーシティの実現

など、新しい時代の働き方

へシフトしています。

外部環境を踏まえ、ガバナ

ンス強化に向けた透明性の

高い経営の確立を目指して

います。

ＳＤＧｓへの貢献
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持続的成長を支える取り組み第３章

環境と人にやさしい、
持続可能な社会の実現を目指す

環境と人にやさしい、
持続可能な社会の実現を目指す

Ｅ：環境Ｅ：環境

ＤＴＳは2006年にＩＳＯ14001認証を取得しました。現在は、

国内グループ会社7社に認証範囲を拡大し、グループ会社と

一体となって気候変動等の対応を行っています。

ＩＳＯ14001の認証

【認証取得する国内グループ会社】

環境マネジメント

https://www.dts.co.jp/sustainabil ity/eco/environment/

取り組み方針 主な課題 主な活動

気候変動の対応

・ 国内グループ会社のオフィスで使用する電力

　（Ｓｃｏｐｅ2）の削減

・ Ｓｃｏｐｅ３の見える化

・ ＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフォース）　

　に対応した体制の整備

・ 開発センタ集約などオフィスの効率的利用

・ 環境性能に優れたオフィスビルへの移転

・ 業務効率化の取り組みによる残業時間の削減

・ フリーアドレス、ペーパーレスなどのビジネス環境

　の最適化による業務の効率化、省資源化

・ 社員向けワークフローや協力会社発注業務の電子化

・ ＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）に対応した

　脱炭素ソリューションの提供　

P.46
～48

「新しい日常」に合わせた

オフィス、働き方の見直しに

よる環境負荷低減

システムによる社会の

環境負荷削減

多様な人材の活躍

・ 人事・人材マネジメントの実現

・ ＤＸ人材育成と新しい人材育成プログラム

・ ニューノーマルを踏まえた多様な働き方の推進

・ オンラインを活用した健康指導やプログラム充実

・ 女性や障がい者など多様な人材が活躍できる

　環境の整備（ダイバーシティ）

P.49
～ 54

健全な労働環境の実現

サプライチェーン

マネジメント

・ 自由な競争と公正な取引

・ パートナー企業も含めた情報セキュリティ対策の推進

・ パートナー社員も含めた働き方改革・健康経営

P.55

人権の尊重

・ 人権に関連した研修の実施

・ ＤＴＳハラスメント防止ガイドブックの展開

・ ハラスメントの防止 等

P.56

コーポレート・ガバナンス

による透明性の高い

経営の確立

・ コーポレート・ガバナンス体制の構築

・ 取締役会の実効性評価の実施

・ 役員報酬の見直し

P.57
～ 59

不確実性への対応

（リスク管理）

・ リスク管理体制の改善・運用

・ リスク顕在化の予防

P.60
～ 61

安心して使える

ＩＴシステムの提供

（情報セキュリティ

品質マネジメント）

・ テレワーク、クラウド利用など時代に沿った情報

　セキュリティガイドラインの整備

・ 独自のＰＭＳ標準プロセスの構築、運用

P.62
～ 63

コンプライアンス

意識の醸成

・ コンプライアンス研修の実施

・ 贈収賄を含むあらゆる腐敗の予防
P.64

主なＥＳＧの取り組み
ＤＴＳは、ＥＳＧの取り組みが「持続可能な社会の実現」に寄与するとともに、中長期的には当社グループの無形資産として不確実性の

高い時代を生き抜く力の源泉となると考えています。こうした考えのもと、企業価値向上に向け様々な活動を展開しています。

ＥＳＧ推進体制

ＤＴＳ担当役員
(トップマネジメント)

ＤＴＳ代表取締役

ＥＳＧ管理責任者

ＥＳＧ推進連絡会

総務部
ＥＳＧ推進室

内部監査
責任者

ＤＴＳ グループ会社

経営層

ＥＳＧ推進責任者

(グループ会社取締役)

ＥＳＧ推進委員

ＥＳＧ推進責任者

(本部長)

ＥＳＧ推進委員

Ｓ : 社会

企業価値の源泉としての
人材マネジメントの強化
およびニューノーマルに対
応した新しい働き方を推進

Ｅ : 環 境

環境と人にやさしい、
持続可能な社会の
実現を目指す

Ｇ : ガバナンス

透明性の高い経営を確立
し、継続的な企業価値の
向上、ステークホルダーとの
信頼関係の構築を目指す

気候変動をはじめとする地球環境問題を解決し「持続可能な社会」を実現することはすべての人類にとって喫緊の課題です。ＤＴＳ

グループは自社の環境負荷を徹底して削減し、国内グループ会社7社で ＩＳＯ14001認証を取得、継続的に活動してきました。今後も

「環境と人にやさしいＤＴＳグループ」を目指し、環境活動を推進していきます。

ＤＴＳグループ環境方針

環境方針

https://www.dts.co.jp/sustainability/eco/environment/

ＤＴＳグループは、地球環境の保全が人類共通の最重要

課題の一つであることを認識し、未来社会に責任を持つ企業

として、環境方針を定めて取り組みを行っています。特に、事業

活動（情報システムの総合コンサルテーション、ソフトウェア

開発、およびシステム運用等）を遂行する上で、以下の項目を

重要課題として、重点的にアクションを行っています。

＜重点取り組み項目＞

・ 資源およびエネルギー消費量の削減

・ リサイクルの推進および廃棄物の削減

・ グリーン購入の推進

・ ＩＴ技術を駆使した新しい社会インフラの提供

環境マネジメントシステムの体制

ＤＴＳグループはＤＴＳの経営層のリーダーシップのもと、環境

マネジメントシステムを構築・運用しています。 2020年3月期

からは、環境だけでなくＥＳＧ経営の課題に対象を広げ、組織

横断的にＥＳＧ課題に対応する体制を整えました。

本マネジメントシステムのもと、環境・社会領域の目標を設定

し、定量・定性指標を定期的に評価しております。また、目標達成

のための取り組みを組織横断の会議体「ＥＳＧ推進連絡会」や、

全グループの幹部が出席する拡大経営会議を活用し、ＥＳＧ

経営の浸透を図っています。

各組織はＥＳＧ推進責任者を任命し、自主的な改善活動

も行っております。各組織から生まれた好事例については、

グループ内に情報を連携し、グループとしてのＥＳＧ経営の

ブラッシュアップを目指しています。
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持続的成長を支える取り組み第３章

社員関連業務
（ワークフロー）

協力会社発注業務
（電子契約）

未対応
部分

ペーパーレス化
完了

2016年3月期 2021年3月期

32％

68％
完了

19％下期
完了

81％

上期完了

2020年3月実績65％ 2021年3月実績75％

働き方改革と両立でペーパーレスを実現

グリーン購入の推進と
生物多様性の保全

ＤＴＳグループでは省資源・資源循環・生物多様

性保全の観点から、環境に配慮した商品の購入

をするため「グリーン購入手順」を定め、グリーン

購入を推進しています。また、社会貢献活動との

協力による植林育樹活動に継続的に取り組み、

より多くの生物が共存できる環境整備に力を

入れています。

環 境
ソリューション

3Ｄ住宅ＣＡＤパッケージ「Ｗａｌｋ ｉｎ ｈｏｍｅ」は高断熱化等による

住宅の省エネと、太陽光発電などの創エネで、年間に消費する

エネルギー量を概ねゼロとするＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・

ハウス）判定機能を搭載するなど、デジタル技術を活用して、住宅

の脱炭素化を支援しています。

デジタルを活用した低炭素シミュレーションで

住み続けられるまちづくりを提案

ペーパーレス （国内グループ会社）
紙資源の使用量 実績と目標

698

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

（計画）
紙使用量

前期実績
基準年比

－76％

中期計画
基準年比
－80％

2016年
3月期

(基準年)

559
428

367
303

169 146

（Ａ4/万枚）

世界的な気候変動の深刻化を受け、オフィスにおけるＣＯ2

排出量（Ｓｃｏｐｅ2）の削減に継続して取り組んでいます。グループ

全体で長期的・持続的な省エネルギー活動により、パリ協定の

枠組みに沿った目標を設定しています。

また、オフィスのＣＯ2以外に、サプライチェーンの上流から

下流の過程で発生するＣＯ2排出量（Ｓｃｏｐｅ3）の見える化を

2019年3月期から段階的に開始しました。 2020年3月期から

は見える化の範囲を拡大し、国内グループ子会社を含めたサプ

ライチェーン全体のＣＯ2排出量の管理にも取り組んでいます。

気候変動の取り組み
「新しい日常」に合わせたオフィス、働き方の見直し

ＤＴＳは、本社を環境性能に優れたオフィスビルへの移転

により大幅な省エネルギー化を実現しました。また新オフィス

ではフリーアドレス、ペーパーレスなどのビジネス環境の最適化

による業務の効率化、省資源化、オフィス集約による組織間

連携の強化など、様々な相乗効果を生んでいます。 2021年

3月期からはテレワークを活用したオフィスの在り方、働き方

の見直しにより、環境により配慮した働き方改革を進めて

います。

環境のリスクと機会

ＤＴＳグループは環境に関する法令や市場動向等をふまえ、自社および社会にとって影響の大きいリスクと機会について、定性・定量

的に評価しています。また、現在はＴＣＦＤ（気候関連財務情報開示タスクフォース）に対応するため、気候変動に関するリスクと機会を

特定し、評価するプロセスの構築中です。

リ ス ク 機  会

・ ＣＯ2排出量の増加

・ 業務効率低下に伴い、使用する資源、エネルギー増加

・ 長時間労働による業務効率の低下、社員の健康悪化

・ 対応の遅れによる企業価値の毀損(社会的・経済的)

・ グループ全体の環境負荷およびコストの削減

・ システムによる社会の環境負荷削減

・ 人にやさしい取り組みの推進

 （生産性向上による稼動時間の低減)

・ 積極的な情報開示によりブランド力が向上し、社員の

 モチベーション、パフォーマンスが向上

【主なリスクと機会】

温室効果ガス （国内グループ会社）

Ｓｃｏｐｅ1＋2 実績と目標

（千ｋＷｈ） （ｔ-ＣＯ2）

前期実績

基準年比

－34％

中期計画

基準年比

－36％1,472

3,480 3,367
3,130 3,001

2,729
2,345 2,275 2,246 2,181

1,771

1,528

1,415

1,284

1,073
988 975 945

2014年
3月期

(基準年)

2015年
3月期

2016年
3月期

2017年
3月期

2018年
3月期

2019年
3月期

2020年
3月期

2021年
3月期

2022年
3月期

（計画）

電気使用量 ＣＯ2排出量

Ｓｃｏｐｅ3 実績

2021年3月期

温室効果ガス発生量

39,308ｔ

2021年

3月期

Ｓｃｏｐｅ1＋2 2％

カテゴリ1 93％

Ｓｃｏｐｅ3 98％

カテゴリ7    3％

カテゴリ6    1％

カテゴリ5 0.2％

カテゴリ2    1％
Ｓｃｏｐｅ3のカテゴリ

カテゴリ１:購入した製品・サービス

カテゴリ2:資本財

カテゴリ5:事業から出る廃棄物

カテゴリ6:出張（交通費含む）

カテゴリ7:雇用者の通勤

ＤＴＳは、テレワークにおける円滑な業務遂行のため、

社員、協力会社に対する業務をペーパーレス化しました。

特に、社員関連業務のワークフローは2016年3月期で

32％がペーパーレス未対応でしたが、2021年3月期には

全てペーパーレスとなりました。これらの取り組みにより、

2021年3月期は基準年比76％の紙資源を削減すること

ができました。
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最先端環境での育成

研修プログラム

現場での実践

ＤＸ人材 育成プログラム

0

300

600

900

900名以上

2019年

3月期

2020年

3月期

2021年

3月期

2022年

3月期（目標）

584

25779

ＤＸ関連資格保有者数（国内グループ会社） (名） 

ソリューション提供を力強く推進するために、人材モデルを

定義し、育成プログラムの量と質の拡大を図る必要があります。

ＤＴＳは最先端環境やオンラインラーニングを活用した育成を

行っています。また、現場の「知の共有の仕組み化」や現場での

実践を通じて、ＤＸ人材を育成しています。

持続的成長を支える取り組み第３章

働き方改革や女性活躍推進、ダイバーシティの実現など、新たな社会的要請への対応も課題となっています。ＤＴＳグループでは新しい

時代の働き方へシフトするため、これらの課題に対し5つの対応をしていきます。

ＤＸの実現には、果敢にリスクを取り、新しいことにチャレンジ

できる人材が不可欠です。ＤＴＳグループにおいても、変革や挑戦

に取り組む人材の育成は重要な課題です。中期経営計画では

「自律型人材への変革」を掲げ、自ら考え行動できる環境・組織の

確立、ならびにそれらを評価する人事改革に取り組んでいます。

このような新しい技術を有する有望な人材が活躍できる環境を

整えるため、 2021年3月期には仕事の難易度や新規性など

チャレンジ度を重視する新しい人事評価制度を導入しました。

また、従来の労働集約型ビジネスモデルを前提とした仕組み

からの脱却も課題です。2022年3月期はデジタル人材やグロー

バル人材等の多様なスキルのプロフェッショナル人材が活躍

できる処遇制度・評価制度に変革します。これにより、社員の

積極的なチャレンジを促す企業風土への変革を目指していき

ます。

社員の挑戦を評価する人事制度へ変革

対応1．  人事・人材マネジメントの実現

対応2．  戦略的人材育成・能力開発

ＩＴ技術が急速に進化するのにあわせ、社会のあり方が大きく

変化しはじめています。ＩＴ業界においても、顧客のニーズの変化

に対応するため、高いレベルのＤＸ人材の育成が急務です。ＤＴＳ

グループは、クラウドやＡＩ、ＩｏＴなどの新技術の専門性を持つ

ＤＸ人材の育成を行っています。 2021年3月期は、ＤＸ関連

資格の保有者数が584名となり、中期経営計画の目標を1年

前倒しで達成しました。2022年3月期は目標を引き上げ、国内

グループ会社社員数の2割にあたる900名に引き上げます。

また、育成したＤＸ人材の活躍を促進するため、クラウドやＡＩ、

ＩｏＴを活用するＤＸプロジェクトに積極的に参画し、人材配置の

流動化を図っています。今後は、「プロフェッショナル認定」制度

の対象職種･専門分野において、ＤＸ人材を意識した見直しを

行い、ＤＸ人材の育成・活用を加速していきます。

ＤＸ時代ならではの新しい育成プログラム

外部環境の変化

新たな社会的

要請への対応

対応1

人事・人材

マネジメントの実現

対応4

健康経営の推進

対応3

働き方改革

対応2

戦略的

人材育成・能力開発

対応5

ダイバーシティ

● デジタル技術を用いてＩ Ｔを高度化
● パッケージ・ソリューション・サービス
　　を活用して Ｉ Ｔを洗練

● Ｉ Ｔを活用して新サービス・新ビジネス
　　を創出

従
来
の
ＩＴ
人
材

Ｄ
Ｘ
人
材

● 顧客企業のシステムを構築

● 顧客企業のＩＴを支える

Ｓ：社会Ｓ：社会

企業価値の源泉としての人材マネジメントの強化
およびニューノーマルに対応した新しい働き方を推進

企業価値の源泉としての人材マネジメントの強化
およびニューノーマルに対応した新しい働き方を推進

ＤＸ関連人材育成
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Ｓ：社会Ｓ：社会

オンラインを活用した健康指導やプログラムの拡充

ＤＴＳは2020年9月、健康経営の取り組みにおいて一定

の成果が評価され「健康優良企業認定　金の認定」を

取得しました。また、2021年3月には、2年連続で「健康経営

優良法人」の認定を受けました。

2022年3月期は健康推進施策の追加実施や高リスク

者、高ストレス者に対する迅速かつ適切な保険指導の強化

により、健康経営優良法人の認定継続およびポジション

アップを目指します。

健康優良企業認定「金の認定」取得、2年連続で「健康経営優良法人」の認定

客先常駐社員も対象にテレワークを拡大

対応3．  働き方改革の推進

ニューノーマルを踏まえた多様な働き方の加速

新型コロナウイルスのパンデミックは働き方にも大きな変化を

もたらしました。ＤＴＳグループもコロナ禍における社員の安心・

安全を最優先としつつ、顧客の意向を汲み取りながら働き方

改革に取り組んでいます。

ＤＴＳでは2020年4月からテレワークを中心とした働き方を

推進し、本社勤務者を中心とした社員1600人を対象に、テレ

ワーク率70％以上を達成しました（ＤＴＳ単独

では64.3％）。さらに、 2020年4月から「マイセレクトタイム勤務」

を併せて導入したことにより、時差通勤による感染予防に対応

しました。また、副業のルール整備など新しい働き方への対応

も進めています。

対応4．  健康経営の推進

ＤＴＳは、行動規範に「人権の尊重・働き甲斐のある職場

づくり」と定めています。この方針のもと、すべての社員が心身

ともに健康で、いきいきと働くことができる職場を目指しています。

2021年3月期からは健康診断の結果をもとに、社員の健康

リスクに応じたきめ細かい指標による健康指導を開始。コロナ

禍でも健康診断受診の適切なアフターフォローができるよう、

産業医の指導の下、内科、睡眠時無呼吸症候群、禁煙などの

オンライン診療（完全非対面診療）が受診できる環境を整備

しました。

また、コロナ前より運動の機会が減っていることから、社員や

パートナー社員、その家族が自宅から手軽に参加できるオン

ラインヨガも開催。さらに禁煙を希望する社員のための情報

発信なども行っています。こうした取り組みにより、社員がその

能力を発揮できる環境を整え、個人も会社も成長し続けること

を目指しています。

ステークホルダーの
状況把握

テレワーク、時差出勤
の制度化

　ビデオ会議導入、
採用面接リモート化

教育のオンライン化

有給休暇取得の推奨 渡航、出張の制限 懇親会の自粛

2020年9月

 健康優良企業認定

 （金の認定）を取得

2021年3月　

 2年連続

 健康経営優良法人

 （大規模法人部門）

 認定

■ 禁煙施策（喫煙所廃止、勤務時間内
 喫煙禁止）の実施

■ 運動施策（全社的）の導入

■ 食事／睡眠に関する健康推進施策の
 導入

■ 健康結果管理システムの構築と運用

 開始

2022年3月期の重点施策

社員・パートナー社員等向けにオンラインヨガを開催

テレワークの状況

2021年

3月期（実績）

2022年

3月期（目標）

※ ＤＴＳ全社員の43.8％

ＤＴＳ本社勤務者
（約1,600名）

70％※

ＤＴＳ

スタッフ部門 75％

事業部門 45％

当初、テレワークの導入が難しかった客先常駐者のテレワーク

についても、セキュリティリスクに留意しながら順次拡大しています。

年に一度行われる社員イベント「ＤＴＳシンポジウム」で各現場

のノウハウを共有。セキュアな開発環境の構築やコミュニケー

ションツールの活用方法、社員の健康状態の見える化などの

ナレッジを全グループで共有しました。

今後、こうしたニューノーマルは不可逆な流れと認識し、多様

な働き方に即した仕組みの導入により、健康的で生産性の高い

働き方を目指していきます。特に、時間の有効活用が可能な

効率的で柔軟な働き方の実現は、育児・介護等と仕事との両立

しやすい環境にも不可欠です。 2022年3月期はＤＴＳ単独の

全社社員を対象にテレワーク率70％以上を目指し、働き方改革

を加速します。
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Ｓ：社会Ｓ：社会

働きがいに関する目標と実績（女性社員に対する職場活躍に関する機会の提供）　（単独）

女性社員の比率

女性管理職予備群および　　　

女性プロジェクトリーダーの比率

女性管理職の比率

17.6％

6.5％

3.6％

20％以上

8.5％以上

4.5％以上

目標
2022年4月時点

実績
2021年3月期

出産・育児・介護支援

すべての社員がいきいきと働ける職場づくり

特例子会社を設立し、障がい者雇用を促進

ＤＴＳは2011年に特例子会社であるＤＴＳパレットを100％

子会社として設立しました。企業の社会的責任である障がい者

雇用の創出だけではなく、安心して働ける会社、末永く働ける

会社、働きがいのある会社を目指し積極的に障がい者を雇用

しています。

ＤＴＳパレットでは視覚、聴覚、精神、知的、肢体、内部など

さまざまな障がいを持つ社員が45名在籍し、印刷業務やＰＣ

オペレーション業務、メール業務など軽作業から高度な作業

まで年間85以上にのぼる業務に、さまざまな障がい（個性）を

活かして従事しています。

設立以来、障がい者に対する理解向上のための啓発活動

や、通院休暇制度、障がい者職業生活相談員によるヒアリング

の実施、家族との面談や社内見学など、障がい者が長く働き

やすい環境を整備してきました。

また、新型コロナウイルスの対応では、障がいの特性や従事

している業務内容に応じ、テレワークへの切り替えや、自宅待機

などの措置をとりました。自宅待機の間は独自の研修課題に取り

組み社員のスキルアップを図りました。

性別、年齢、国籍、障がいの有無、雇用形態などの多様性を

活かし、中長期的な企業の競争力に繋げることは持続可能な

経営を実現するうえで必要不可欠です。ＤＴＳグループにおいても

社員一人ひとりの多様性を尊重し、自律性を高めていくことを

目指し、ダイバーシティを推進しています。

対応5．  ダイバーシティ＆インクルージョン

ＤＴＳは健康経営（社員の健康維持・増進）の観点から、治療

と仕事の両立支援の取り組みを強化しています。治療が必要

な社員には、業務によって疾病を悪化させることなどないよう

適切な配慮が必要です。このため、関係者との調整、事業場に

おける環境整備、社員への個別支援、社内相談窓口設置に

より、一人ひとりに寄り添った柔軟な対応を行っています。また、

休職者に対しては産業医等の助言をもとに復職支援プログラム

を策定し、職場復帰を支援しています。

育児、介護も含めた両立支援についても取り組みを行って

います。「産前・産後セミナー」「復職・両立支援セミナー」を女性

活躍および次世代育成支援の一環として実施。産業医や経験

者、同じ境遇にある社員同士の意見交換を通じ、仕事と育児の

両立を推進するとともに、女性の健康課題についての理解の

浸透を図っています。

 
 

「えるぼし」 2段階目（ＤＴＳ） 「くるみん」（ＤＴＳ ＷＥＳＴ）

 
 

従前より、女性社員比率や女性管理職比率が低いことが当社

の経営上の課題です。中期経営計画においても「女性社員

比率」「女性管理職候補の育成」「女性管理職の育成」の3つ

の達成目標を掲げ、女性活躍推進に取り組んでいます。

特に女性活躍を促進する上で、大きな課題である就労継続

や職場活躍度の男女格差を解消し、一人ひとりの能力を最大

限発揮するため、働く時間や場所についての環境を整備。

2021年3月期はテレワークの導入とともに、社員が一時的に

勤務から離れ、自由に時間を利用することを認める「中抜け」

も利用できるようにしました。社員が介護や保育園の送迎、学校

行事、買い物や家の掃除等の家事ができることで、ワークライフ

バランスの向上を目指しています。

また、女性管理職比率については2022年3月期までに

4.5％以上を目標としていますが、 2021年3月期末で3.6％と

道半ばです。 2022年3月期はプロジェクトリーダーなどを対象

とした研修、実務経験蓄積、メンタリング（定期面談）を実施

することにより、女性管理職候補者の育成を行います。また、

管理職予備軍としてのリーダー候補者の育成および登用機会

創出などを通じて、組織全体の活性化や成長を促していき

ます。

女性の活躍推進のための活動

2022年3月期の重点施策

① 女性管理職候補者育成の実施

② 管理職予備軍としてのＰＬ候補の育成・

  配置計画の整備

本統合報告書を作成しているＤＴＳパレットの会議の様子

0
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2017年

3月期
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24

（名）ＤＴＳパレットの社員数の推移
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Ｓ：社会Ｓ：社会

ＤＴＳグループは、公正な取引のために、コンプライアンス・ガイドに行動規範として自由な競争と公正な

取引を定め遵守を徹底しています。

社員一人ひとりが社会貢献への意識を高め、行動していくことが重要と考え、積極的に社会貢献活動を推進します。

「良き企業市民」として社会的責任を果たし、より安心して暮らせる社会の実現を目指します。

医療支援
新型コロナウイルスの感染拡大防止への支援

ＤＴＳは2020年と2021年、新型コロナウイルスの感染拡大

防止に向け、「守ろう東京・新型コロナ対策医療支援寄附金」に

寄付を行いました。新型コロナウイルスの感染拡大防止の最前線

で働く都内の医療現場のための物資の購入等に活用されます。

ＤＴＳは2020年より、公益財団法人日本障がい者スポーツ

協会の日本パラスポーツ募金に寄付を行っています。日本パラ

スポーツ募金は、パラリンピックメダリストへの報奨金をはじめ、

次世代選手の育成・強化、パラリンピック・ムーブメントの促進等

を目的とした事業に使用されています。

スポーツ・文化支援
公益財団法人日本障がい者スポーツ協会への支援

ＤＴＳグループは、コンプライアンス（倫理的行動）遵守、リスク管理の観点から、人権の

尊重に関する取り組みを実践しています。コンプライアンス・ガイドには、行動規範として人権

の尊重、働きがいのある職場づくりを定め、遵守を徹底しています。

基本的な考え方

ＤＴＳグループの職場ではさまざまな人が働いています。

性別・国籍など違う人間同士が、ともに気持ち良く仕事をして

いくためには、コミュニケーションの充実と相互理解に基づいた

人間関係を形成していくことが大切と考えています。

ライフスタイルや考え方、一人ひとり大切にしているものも

違う個人を尊重しています。

教育・啓発活動

ＤＴＳグループは、コンプライアンス研修をはじめ、新入社員

から経営層までが受講する階層別研修等の各種研修を通じ、

人権の尊重に関する教育・啓発活動を行っています。コンプ

ライアンス研修は、グループ全体で取り組んでおり、各社役員、

社員、グループ内業務に携わる派遣社員、パートナー企業社員

を対象に実施しています。

ＤＴＳハラスメント防止ガイドブックの作成

ＤＴＳでは、2020年6月からパワハラ防止法が施行されたこと

を機に、ハラスメント防止ガイドブックを作成しました。いつでも

閲覧できるよう、電子社内報に掲載し、全社員がハラスメント

全般に対する意識を高め、その防止に取り組んでいます。

人権の尊重に影響を及ぼす可能性のあるリスク
への対応

ＤＴＳグループは、人権の尊重に影響を及ぼす可能性がある

リスク※を想定しつつ、そのリスクを軽減するための体制整備や

対応策を取っています。（リスクと対応策表：P.60～61）

※人権の尊重に影響を及ぼす可能性のあるリスク

　 グループの持続的成長に不可欠な要素の一つである高い

　 技術力や専門性を有する人材の確保やその育成が想定

　 通りにいかない、あるいは、労働環境の悪化による人材流出

　 や生産性低下による業績や事業展開に影響を与えるリスク

働き方

人種

障がい
の

有無

宗教

文化

年齢

性別

人権の尊重に
影響を及ぼす
可能性のある
リスクへの対応

教育・

啓発活動

コ
ン
プ
ラ
イ
ア
ン
ス

（
倫
理
的
行
動
）
遵
守

リ
ス
ク
管
理
に
関
す
る
取
り
組
み

ＤＴＳが課題として取り組む事柄

パートナー選定の基本的な考え方

ＤＴＳグループが付加価値を高めていくためには、パートナー

企業との連携は不可欠と考えています。パートナー企業の選定

については法令や社会規範の遵守を前提に、環境や人権等に

配慮した持続可能な社会に向けて貢献するパートナーを重視

しています。

自由な競争と公正な取引

ＤＴＳグループはパートナー企業とは対等な立場での合意に

基づく取引を行います。その選定については技術力・品質・価格・

サービスの優劣等の客観的な基準により決定します。下請に

関する法令等に反することのない公正な取引を行います。

ＤＴＳはパートナー企業との契約締結時には、「労働者派遣事業

と請負により行われる事業との区分に関する基準」（37号告示）

に準拠した「請負・委任業務適正化チェックリスト」を使用して

自主点検を実施しています。

情報セキュリティ対策の推進

ＤＴＳは情報セキュリティ事故の予防など、継続的に教育・

啓発・情報共有などを実施しています。特に、新たに業務を開始

する際や契約が継続している企業に対し、研修を毎年実施して

います。

パートナー企業に業務を委託する際にはＤＴＳと同レベルの

情報セキュリティ管理、個人情報保護の取り扱いを規定して

います。

働き方改革・健康経営

ＤＴＳはパートナー企業とともに働き方改革を推進しています。

ＤＴＳ業務の稼働時間共有、業務効率化等により、パートナー

企業も含めた時間外労働時間の削減に努めています。

また、健康経営に関する当社の取り組み方針を伝達すると

ともに、アンケートを通じてパートナー企業の取り組み状況を確認

しています。

2021年3月期は、新型コロナウイルスに対応するため、パート

ナーメンバーについても可能な限りテレワークを実施しました。

また、電子契約の対応を加速し、取引先等の契約の約8割まで

拡大しました。

サプライチェーンの評価

ＤＴＳは新規取引および契約を継続するパートナー企業に対し

て年次で「サプライチェーン評価」を実施しています。同調査では

技術力、品質、生産性、納期、財務状況に加えて、ＳＤＧｓの取り

組み等の指標等により総合的な評価をしています。

また、ＤＴＳは法令違反により公表された企業名を定期的に

チェックし、取引の有無を確認しています。

その他の対応１．  サプライチェーン・マネジメント

その他の対応3．  社会貢献活動

その他の対応2．  人権に関する取り組み
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Ｇ：ガバナンスＧ：ガバナンス
透明性の高い経営を確立し、継続的な企業価値の
向上、ステークホルダーとの信頼関係の構築を目指す

透明性の高い経営を確立し、継続的な企業価値の
向上、ステークホルダーとの信頼関係の構築を目指す

持続的成長を支える取り組み第３章

コーポレート・ガバナンス体制図

執行役員制度および経営会議

ＤＴＳは、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能を

区分し、迅速かつ適確に業務執行が行える経営体制を確立

するため、執行役員制度を導入しています。また、代表取締役

社長が業務執行を行うための方針および計画、その他重要

事項を協議する機関として「経営会議」を設置しています。

社外取締役を中心とした報酬・指名の諮問

任意の諮問委員会は、社外取締役が過半数を占める取締

役により構成され、取締役の報酬の決定や、取締役候補者の

指名にあたり、社外取締役からの助言を受けるなど適切に

関与いただいています。

選任・解任

監査役  （監査役会）

株   主   総   会

取締役会  （取締役） 会計監査人

代表取締役会長諮問委員会

経営会議 （重要事項等の協議） リスクマネジメント委員会

総務部 監査室

各   部   等

選任・解任

監査

選任・解職
諮問

意見交換
監査

報告

報告

報告

連携

会計監査

報告

報告

指示 指示

指示 指示

コンプライアンス
推進など 内部監査

選任・解任

答申

代表取締役社長

コーポレート・ガバナンス体制

組織形態 監査役会設置会社

取締役会の議長 会長

取締役の人数（うち社外取締役） 10名（4名）※うち独立役員4名

監査役の人数（うち社外監査役） 4名（3名）※うち独立役員3名

執行役員制度 採用

取締役会の任意の諮問機関の有無 有（諮問委員会）

取締役会の構成および出席状況、在任年数、諮問委員会の構成

※　北村友朗および山田伸一の両氏は2020年6月19日付けで取締役に就任したため、就任後の開催（取締役会9回）に対しての出席回数および出席率を記載しています。

◎委員長　〇委員

役職名 氏名 2021年3月期出席状況（出席率） 諮問委員会 在任年数

代表取締役会長 西田 公一 11回/11回（100％） ◎ 12年

代表取締役社長 北村 友朗 9回/9回（100％） 〇 1年

取締役常務執行役員 坂本 孝雄 11回/11回（100％） 12年

取締役常務執行役員 竹内 実 11回/11回（100％） 11年

取締役上席執行役員 小林 浩利 11回/11回（100％） 5年

取締役上席執行役員 浅見 伊佐夫 11回/11回（100％） 2年

取締役 萩原 忠幸 11回/11回（100％） 〇 9年

取締役 平田 正之 11回/11回（100％） 〇 6年

取締役 宍戸 信哉 11回/11回（100％） 〇 2年

取締役 山田 伸一 9回/9回（100％） 〇 1年

独立 社外

独立 社外

独立 社外

独立 社外

監査役会の構成および出席状況、在任年数

役職名 氏名 在任年数

常勤監査役 赤松 謙一郎 11回/11回（100％） 9回/9回（100％） 4年

監査役 行本 憲治 11回/11回（100％） 9回/9回（100％） 5年

監査役 石井 妙子 11回/11回（100％） 9回/9回（100％） 3年

監査役 竹井 豊 11回/11回（100％） 9回/9回（100％） 2年

取締役会
2021年3月期出席状況（出席率）

監査役会
2021年3月期出席状況（出席率）

独立 社外

独立 社外

独立 社外

コーポレート・ガバナンス

基本的な考え方

ＤＴＳは、コンプライアンスの確保を実現するために、コーポ

レート・ガバナンスを経営上の最重要課題の一つとして認識して

います。公正かつ効率的な株主重視の経営を図るとともに、

透明性の高い経営を確立し、継続的な企業価値の向上および

ステークホルダーとの信頼関係を構築します。

この基本理念のもと、ＤＴＳは（1）株主の権利・平等性の確保、

（2）株主以外のステークホルダーとの適切な協働、（3）適切な

情報開示と透明性の確保、（4）取締役会等の責務、（5）株主との

対話について、それぞれ基本方針を定め、これらの充実に取り

組んでいます。

コーポレート・ガバナンスの体制

取締役会および監査役会

ＤＴＳは、コーポレート・ガバナンスの実効性を確保するため

に、社外取締役4名を含む取締役会と、社外監査役3名を

含む監査役会との連携による体制を採用しています。社外

取締役は、それぞれの専門分野における知識と経験を背景

とした経営機能の強化や取締役会の業務執行に対する監督

機能の強化などにおいて、また社外監査役は、客観的で公正な

監査体制の確立などにおいて、それぞれ重要な役割を担って

います。

コーポレートガバナンスに関する報告書

https://www.dts.co.jp/ir/management/governance/
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リスク管理

ＤＴＳグループに影響を及ぼしうるリスクと対応策

ＤＴＳグループの経営成績、財務状況などに影響を及ぼす可能性があるリスクには以下のようなものがあります。社会環境の変化や

ＤＴＳグループにとってのリスクを把握し、リスクを軽減するための体制整備や対応策を取っています。

・ 社会や経済情勢の変動などにより顧客の

　　ＩＴ投資動向が変化するリスク

・ 上記により当社グループの業績に影響が及ぶリスク

・ 情報サービス産業における、他業種からの新規参入、

　　海外企業の国内参入やソフトウェアパッケージの拡大など

　　による価格面での競争激化のリスク

・ 当社の見込みを超えた何らかの外的要因による価格低下

　　圧力を受けた場合には、当社グループの業績に影響を　

　　及ぼすリスク

・ 海外取引における輸出管理法などの内国法および現地

　　法・商慣習の知識・調査不足や相違によるトラブルのリスク

・ 海外現地法人の設立、株式取得や運営における現地の

　　法律・会計処理・労務管理・契約・プロジェクト管理などに

　　適切に対応できないリスク

・ 現地の法的規制などに適切に対応できない場合には

　　損害賠償責任を負うリスク

・ 上記により当社グループの業績に影響が及ぶリスク

・ ＤＸへの適応など、急速な顧客ニーズの変化や、技術

　　革新に対する当社グループの適応の遅れにより業績に

　　影響を与えるリスク

・ 重大なコンプライアンス違反や会社法、金融商品取引法、

　　個人情報保護法等の法令等に抵触する事態の発生に

　　よる社会的信用の低下のリスク

・ 当社グループが提供するサービスの不具合、瑕疵や納期

　　遅延、第三者の権利侵害、個人情報を含む顧客情報の

　　漏洩、もしくは毀損、不適切な人事労務管理等に関連して、

　　損害賠償請求等の訴訟のリスク

・ 当社グループの事業が他社の知的財産権を侵害したと

　　して、損害賠償請求を受けるリスク

・ 第三者により当社グループの知的財産権が侵害される

　　リスク

・ 当社グループの持続的成長に不可欠な要素の一つで　

　　ある高い技術力や専門性を有する人材の確保および　

　　育成が想定どおりに進まないリスク

・ 労働環境の悪化により人材流出や生産性低下による

　　業績や事業展開に影響を与えるリスク

・ システム開発期間の短納期化と、それに伴うプロジェクト

　　管理および品質管理における不測の事態発生により、

　　採算の悪化するプロジェクトが発生するリスク

・ 業務知識と情報技術に基づいた品質をベースに

　 幅広い業種・業態の顧客ニーズに応えるＩＴサービス

　 を提供

・ プロジェクトの採算管理を徹底

・ 生産性の向上

・ ＤＸ人材育成への取り組み

・ 新技術を活用した高付加価値なサービスを提供

・ 海外子会社を含めたガバナンスの強化

・ 左記リスクを認識するとともに、担当部署を定めて

　　リスク管理を強化

・ 研修等を通じて知的財産権に対する社員の意識向上

・ 必要となる技術やビジネスモデルについては、各種

　　特許や商標を出願・登録

・ 会社法、金融商品取引法、個人情報保護法等の

　　法令等の遵守

・ グループのコンプライアンス基本原則や行動規範等

　　を制定

・ 役員・社員およびパートナー企業社員へのコンプライ

　　アンス教育、啓蒙活動を実施

・ コーポレート・ガバナンスの強化

・ コンプライアンス、情報セキュリティ、品質管理体制の

　　整備・強化

・ 研修等を通じて知的財産権に対する社員の意識向上

・ 必要となる技術やビジネスモデルについては、各種

　　特許や商標を出願・登録

・ 高い技術力や専門性を有する人材の確保および育成

・ 社員の個性や多様性を尊重

・ 働き方改革に向けた諸制度の導入

・ 適正な労働時間管理や積極的な休暇取得など、

　　ワーク・ライフ・バランスの推進や労働環境の整備

・ 中長期的視点での新卒採用や、優れた専門性を

　　有したキャリア人材の採用を実施

・ ＤＸ領域の新技術習得や専門資格取得支援

・ ＤＴＳ独自の開発標準の浸透や一定金額以上の一括

　　受託案件についての受注可否およびプロジェクトの

　　進捗状況を定期的に審議することを目的としたプロ

　　ジェクト推進会議を設置し、不採算案件の発生を抑止

①事業環境の変動

②価格競争

③海外事業

④ビジネスモデル、

　 技術革新

⑥訴訟等

⑤法的規制

⑦知的財産権等

⑨ソフトウェア開発の

　 プロジェクト管理

⑧人材等

リスク項目 概　　要 リスクへの対応策

持続的成長を支える取り組み第３章

Ｇ：ガバナンスＧ：ガバナンス

取締役会の実効性の評価

全役員のヒアリングによる自己評価

役員報酬について

取締役報酬は、固定報酬と業績連動報酬、株式報酬により

構成されています。その支給割合の決定においては、役位が

上がるにつれて、固定報酬（基本報酬）の割合を減らし、業績

連動報酬（賞与）、株式報酬（非金銭報酬）の割合を増やすもの

としています。

業績連動報酬（賞与）の算定は、基準とする連結経常利益

の額を定め、賞与支給年度の連結経常利益を比較し、当該

成長率を業績連動分基準額に乗算することにより行っており

ます。ただし、業績が著しく悪化した場合、支給を行わないことが

あります。

株式報酬（非金銭報酬）については譲渡制限付株式として

支給するものとし、その算定は、当社の企業価値の持続的な

向上を図るインセンティブとして適切に機能するよう、役位に

応じてあらかじめ基準額を定めるものとしています。

　ＤＴＳは、お客様や取引先の株式を保有することで中長期的

な取引関係の維持や発展が可能なもの、または、将来の事業

提携を見据えた情報収集などの目的により、株式を保有する

こととしています。政策保有株式の保有の適否の検証にあたり、

毎年、取締役会で個々の政策保有株式ごとに、保有目的の

適切性などを精査し、審議しています。なお、今後の状況変化

などに応じて、保有の適切性が認められないと判断する場合

には縮減するなど見直しを行います。保有する株式の議決権の

行使については、適切な議決権行使が株式発行会社の中長期

的な価値向上と持続的成長につながるものと考え、当該発行

会社の財務、非財務の状況などを踏まえた上で、議案に対する

賛否を総合的に判断します。

2021年3月期の評価と実績

取締役会の実効性が確保されている

・ 取締役会の構成は適切で有効な議論がされており、

　実効性は非常に高い

・ 緊張感を持ちつつ、活発な議論がされている

　取締役会開催回数：11回　平均審議時間：1時間37分　

評価結果を踏まえた対応

・ 中長期的な戦略のさらなる深化に向け、戦略・計画

　策定段階における議論を強化

・ 社外役員に対して、社内活動を知るための機会や情報

　の提供を図る

＜取締役会の有効性評価の実施方法＞

・ 実施時期：2020年10月

・ 評価者：すべての役員（取締役10名、監査役4名）

・ 評価方法：ヒアリングによる自己評価

ＤＴＳは、取締役会の構成、議案の付議状況、開催頻度や会議

時間の適切性、発言状況などについて、年2回程度分析を実施

しております。取締役および監査役は上程された議案に対し

活発に発言しており、取締役会は法定より高い頻度で開催

され、適時適切な意思決定が行われています。

加えて、ＤＴＳは、取締役会の機能を向上させ、企業価値を

高めることを目的として、2019年3月期から取締役会の実効性

につき分析・評価を行っています。その概要については、以下の

とおりです。

政策保有株式
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・ プライバシーマーク認定取得：11820145（10）号
・ ＩＳＯ/ＩＥＣ20000-1（ＩＴＳＭＳ）認証取得　ＪＵＳＥ-ＩＴ-005
　　　ＩＣＳ事業本部　第四ＩＣＳ事業部　ＩＴＳ第１担当　ＲｅＳＭチーム及び

　　　関連部署（ＩＣＳ企画部）

・ ＩＳＯ/ＩＥＣ27001（ＩＳＭＳ）認証取得　ＪＵＳＥ-ＩＲ-026
　 ＩＳＯ/ＩＥＣ27017（ＩＳＭＳクラウドセキュリティ）認証取得
　 ＪＵＳＥ-ＩＲ-026-ＣＳ01　

　　　ＩＣＳ事業本部　第四ＩＣＳ事業部　ＩＴＳ第１担当　ＲｅＳＭチーム及び

　　　関連部署（ＩＣＳ企画部）

・ ＩＳＯ/ＩＥＣ27001（ＩＳＭＳ）認証取得　ＪＵＳＥ-ＩＲ-345
　　　ＩＣＳ事業本部　第三ＩＣＳ事業部　ＢＰＯ第４担当　所沢センター

・ ＰＣＩ ＤＳＳ Ｖｅｒｓｉｏｎ3.2.1認証取得　ＩＳＭＳ-ＰＣＩ0217
　　　ＩＣＳ事業本部　第三ＩＣＳ事業部　ＢＰＯ第４担当

【認定・認証取得】

情報セキュリティ

総合情報サービス企業として事業を展開するＤＴＳにとって、情報管理の実践は社会的責務です。ＤＴＳでは、情報管理に関連する各種

法令、ガイドラインに準拠し、マネジメントシステムを活用し、運用を行っています。さらにグループ各社への支援体制も構築しています。

情報セキュリティに関する方針

ＤＴＳは、大切な情報資産を守り、お客様や役員・社員・協働

者、その他の関連する人々の信頼に応えるため、「情報セキュリ

ティ基本方針」を定め、情報セキュリティマネジメントシステムを

構築・運用しています。また、情報セキュリティ上のリスクを認識し、

情報資産への不正アクセス、情報資産の紛失、破壊、改ざん

および漏えいなどが発生しないように、施策を講じています。

情報セキュリティに関する教育・研修

ＤＴＳは、情報セキュリティの重要性を認識させるため、毎年、

グループ会社を含む全役員、社員および当社のプロジェクトに

従事するパートナー企業社員に対して教育・啓発を行っています。

また、情報セキュリティ事故を防止するため、職場における

情報セキュリティ管理体制の整備点検と継続的な改善活動の

定着を図っています。

情報セキュリティの管理体制

ＤＴＳは情報資産管理統括責任者を任命し、情報セキュリ

ティ体制を構築し、情報セキュリティの維持・向上を推進して

います。 　

また近年、テレワークやクラウド利用などの時代に沿った対応

が必要となっています。このため 「情報セキュリティガイドライン」

により、当社の社員が守るべき情報セキュリティに関する具体的

な手順を定め、その徹底を図っています。本ガイドラインは自社

環境のみならず、顧客環境においても適用の対象とし、情報

セキュリティの徹底を図っています。

情報セキュリティに関する認証

個人情報保護

ＤＴＳは、個人情報の適切な取り扱いは、当社の社会的責務と

考え、「個人情報の保護に関する法律」および「個人情報保護

マネジメントシステムの要求事項（ＪＩＳ Ｑ 15001）」に基づき、

「個人情報保護方針」を定め、これを遵守しています。

また、個人情報の漏洩、滅失、き損等の防止、および特定個人

情報の適切な管理のために、管理すべきリスクを特定しています。

これらのリスクについては、情報セキュリティに関する教育・研修

や点検活動の中で、定期的に意識啓発およびモニタリングを

行っています。

ＤＴＳは、特にお客様向けサービスには、スマートな情報サービスの提供、適切な情報資産の取り扱いのために、業務に応じた最適な

マネジメントシステムを採用し、高品質なサービスを追求しています。

情報セキュリティ方針

https://www.dts.co.jp/corp/security_isms/

・ 重大な情報漏洩発生により当社が損害賠償責任を負う

　 リスク

・ お客様からの信頼失墜を原因とする契約解消等が発生

　 するリスク

・ 本社を含めた多くの拠点が集中する国内の大都市圏に

　 おける大規模な自然災害や伝染病の流行など、想定を

　 超える事象が発生した場合、復旧にかかるサービス提供

　 の遅延など、当社グループの業績に影響を及ぼすリスク

・ 新型コロナウイルスの収束が長期化した場合の業績

　見通し変更のリスク

・ 消費の落ち込みに起因する顧客の業績悪化に伴うＩＴ

　 投資の抑制や延期の影響

・ 上記によリ受注が想定通り進まないリスク

・ 情報の取り扱いと管理についての社内規程を整備

・ 個人情報保護活動の一つとしてプライバシーマーク

　 を取得

・ 社員および協力会社社員に向け、情報の取り扱いに

　 ついて意識向上のための啓発教育を実施

・ 情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）の認証

　 取得およびセキュリティ管理体制のさらなる強化

・ 国内外グループ共通のコンプライアンス・ガイドを制定

　 し、グループ各社の社内規程の整備

・ 社員のセキュリティ情報の取り扱いに対する意識向上

・ 「大規模地震」「火災」「感染症」等の災害発生に備え

　 た事前計画を策定

・ 大規模地震や火災などの災害発生を想定した防災

　 訓練を定期的に実施

・ 安否確認システムの導入や災害対策マニュアルを整備

・ テレワークや時差出勤などの就労制度を活用し、社員

　 の安心・安全を最優先としつつ、顧客の意向を汲み

　 取りながら業務を継続

・ 新規事業の創出を通じて新型コロナウイルスの感染

　 拡大により社会のあり方が変化し、新しい時代に

　 適応していくための施策を加速

⑩セキュリティ

リスク項目 概　　要 リスクへの対応策

⑪事業継続

⑫新型コロナウイルス

　 の影響

ＤＴＳグループに影響を及ぼしうるリスクと対応策

ＤＴＳは、様々なリスクを適切に管理するため「リスクマネジメント

委員会」を設置し、定期的にリスク評価と問題点の把握を行うと

ともに対応計画を策定しています。またリスクの発生の有無に

ついても定期的に監視を行っています。さらに、グループ会社の

重要リスクについてもリスクマネジメント委員会にてリスクの状況

や対応計画の実施状況を確認し、グループ各社のリスク管理

体制の向上に向けて支援しています。

リスク管理体制の整備

取　締　役　会

単独の各部・グループ会社からの報告

リスク管理計画、リスク低減施策の推進、リスク顕在化報告などプロジェクト採算
報告など

短期事業計画
など

総 務 部情報システム部

プロジェクト
推進会議

事業計画
ヒアリング等

経営企画部
経営企画部
／総務部

業務執行領域のリスク業務執行領域のリスクコーポレートガバナンス領域のリスクコーポレートガバナンス領域のリスク不採算リスク経営戦略リスク

・リスク顕在化状況
　（業務執行状況
　報告の一部と
　して）

・業務執行領域の
　リスク管理状況
・内部通報制度の
　運用状況

・ＣＧ領域のリスク

　管理状況

・内部統制シス

　テムの個別体制

　の整備計画

・売上5億円超の

　提案

・損失見込み

　1億円超　など

事業等のリスク

・決算短信、有価

　証券報告書等

　への開示項目

・長期ビジョン

・中期経営計画

・経営基本方針

・事業計画

経 営 会 議 リスクマネジメント委員会

リスク管理体制

個人情報保護方針

特定個人情報の適正な取り扱いに関する基本方針

https://www.dts.co.jp/sustainability/governance/privacy_policy/
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品質向上の取り組み

ＤＴＳは、品質マネジメントシステムを構築し、品質、コストおよび納期の均質化並びにリスクの低減を図っています。業務の標準化と

継続的な改善に取り組むことで組織の成熟度向上を目指しています。

品質マネジメント体制

経営層

ＰＭＳ推進担当

プロジェクト

ＰＭＳ改善担当

指示と監督

ＰＭＳの展開フィードバック

現場のナレッジ
を共有

ＰＭＳの改善、
監査

ＤＴＳ開発標準

ＣＭＭＩ®

（定量的管理）
ＩＳＯ 9001

（ＰＤＣＡによる継続的改善）

独自のＰＭＳ標準プロセス

ウォーターフォール開発

パッケージ開発

アジャイル開発

オフショア開発

運用

標準プロセス「ＰＭＳ」が記載された

ＰＭＳハンドブック。

ＤＴＳグループでは、製品やサービスの品質を担保して透明化

するために、ＣＭＭＩ®をベースとした独自のプロセス構築を行い、

標準プロセス「ＰＭＳ（プロジェクトマネジメントストラテジー）」として

整備し、システム開発に従事する組織全体で「品質マネジメント

システム（ＩＳＯ 9001）」の認証を取得しています。

ＰＭＳでは、ＳＩ力強化、生産性向上に向けた取り組みとして、

アジャイルなどの開発手法や、自動化ツールへの対応などを

行い、継続的な機能改善に取り組んでいます。

また、システム運用においても、ＩＴの利活用サービスをＰＤＣＡ

サイクルに基づいて管理し、組織的にＩＴサービスの品質を確保・

改善するＩＴＳＭＳ（ＩＴサービスマネジメントシステム）の要素を

ＰＭＳに取り込み、高品質な運用のもと、ワンストップでのサービス

を提供しています。（ＣＭＭＩ®はカーネギーメロン大学の米国に

おける登録商標です）

高度な品質要求に応える独自の標準プロセス

品質に関する方針

ＤＴＳは、プロジェクトにおいて、当社の品質マネジメントシステムである標準プロ

セス「ＰＭＳ」を定めて、これを遵守しています。

また、標準プロセスの継続的改善に取り組み、お客様に信頼性の高い製品を

提供するよう努めています。

品質マネジメントシステムの体制

ＤＴＳグループでは、経営層の指示のもと、当社の品質マネジ

メントシステムとして標準プロセス「ＰＭＳ」を定め、推進しています。

各プロジェクトで得られたナレッジは、ＰＭＳ推進担当にフィード

バックされ、全社のＰＭＳの改善に活かされています。

品質方針および品質マネジメントシステムについて

https://www.dts.co.jp/corp/qms/

コンプライアンス　（倫理的行動）

ＤＴＳグループは、コンプライアンス遵守を経営の重要課題の

一つとして考えています。取締役を含む役員、社員、パートナー

企業社員の意識徹底を図るため、コンプライアンス基本原則

および行動規範を定めた「コンプライアンス・ガイド」を対象者

全員に配付しています。

また、役員および社員がそれぞれの立場でコンプライアンスを

自らの問題として捉え業務運営にあたるよう、毎年研修を実施

し、コンプライアンス意識の向上を目指しています。2021年3月

期は役員・社員および当社業務に携わる派遣社員、パートナー

企業社員を対象に年3回「コンプライアンス研修」を実施しま

した。

これらの取り組みの効果をモニタリングするために、年に1回、

役員・社員を対象に「コンプライアンスアンケート」を実施して

います。アンケート結果はコンプライアンスに対する意識調査

および、課題の抽出を行い、必要に応じて対策を講じています。

贈収賄を含むあらゆる腐敗の予防

ＤＴＳグループは、お客様の業種に適用される法律等も含

めた関係法令を遵守し、公正かつオープンな取引を行います。

取引先との健全で良好なビジネス関係を築くために、ＤＴＳは

贈答や接待は良識と節度をもって行うものとし、「贈収賄防止

ガイドライン」を定めています。

　2020年11月には、「接待、贈答品の受領に関する報告」の

運用を開始しました。これにより接待や贈答が良識の範囲で

行われており、過剰な接待や贈答を受けていないこと、取引先

から利益供与を求められていないことを確認しています。

内部通報制度（ヘルプライン）

ＤＴＳグループは法令違反、不正行為、違法行為等の防止

および早期発見と是正を行い、当社の倫理・法令遵守を推進

するため、「内部通報制度（ヘルプライン）」を設置しています。

通報窓口の整備

社員は以下のいずれかの専用窓口宛てに通報・相談する

ことができます。

① ヘルプライン（社内窓口）

② 監査役

③ グループ会社共通社外窓口（外部弁護士）

これらの通報・相談はメール、専用電話、書面等複数の通報

ルートを設置し、社員等が必要に応じて速やかに通報・相談

しやすい環境を整備しています。例年窓口の利用実績もあります。

海外子会社を含めた内部通報体制を整備

グループ会社共通社外窓口は、海外子会社にも周知され、

英語、中国、ベトナム語など現地語での通報・相談が可能です。

通報・相談内容に合わせ、現地法律事務所等と連携し、現地

語で回答する体制を整備しています。

通報者の保護について

通報者のプライバシーおよび通報内容は、通報受付および

調査を含め厳守されるとともに、通報により不利益な取り扱いを

されないことが保証されています。

コンプライアンス研修 ※1
年3回
受講者数（平均） 8,960名

（内、腐敗防止に関する研修）
年1回
受講者数　8,662名

コンプライアンスアンケート ※2
回答率
対象者数　5,053名

2021年3月期の実績

※1 対象はＤＴＳおよび国内グループ会社

※2 対象はＤＴＳおよび国内・海外グループ会社
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山田　私は昨年、当社の社外取締役に就任し、今年で2年目を

迎えたところです。経験が浅いこともあり、取締役会ではここにおら

れる3名の社外取締役の発言を大変参考にしています。

　私がこの1年で感じたことは、きちんとマネジメントをしている会社

だということです。マネジメントの仕組みが細部まで作りこまれて

いるため、コロナ禍にあっても工夫を凝らし、在宅勤務をうまく活用

してプロジェクトを円滑に進行させています。2021年3月期(前年

度)の決算を見ても、この状況下で前期比増益となっているのは、

マネジメントの勝利ということではないでしょうか。

　ただこの増益は、どちらかというとコストを抑えて利益を出した形

であり、将来の成長に向けた投資については不十分であったと

感じています。コロナ禍で仕方がない部分もあるのですが、こうした

投資の抑制が2年、3年と続くことで、当社の持続的な成長と発展に

影を落とすようなことのないよう、しっかり見守りたいと思っています。

　取締役会では、例えば投資家からの意見を聞いた結果が報告

されるなど、投資家との対話に非常に熱心な会社であると感じて

おり、好印象を持っています。また長期ビジョンの設定のような

議論の際にも、我々社外取締役の意見に熱心に耳を傾けてくれる

ところも大変良いと思います。取締役会では、法律、会計、証券の

専門家などさまざまなスキルを持つ監査役が意見を述べることも

あり、それが非常に勉強にもなります。

　取締役会にとっての今後の課題としては、やはり今後の成長に

向けたもっと深い議論の必要性があげられます。平田さんもおっ

しゃっていましたが、これまでの成長路線が、ここに来て曲がり角

を迎えているように感じています。事業環境が激変するなかで、

今後どの分野を重点的に伸ばしていくか、あるいは将来の成長を

支えていく新たな成長の柱をどのように立ち上げていくかといった、

今後の成長に向けた議論が取締役会で深まっていくことに期待

しています。私自身は、北村新社長が率いるデジタルソリューション

事業本部の活躍に期待しています。また、デジタル庁が発足した

こともあり、公共分野でのＤＸ関連ビジネスがこれから大きく伸びて

いくことも楽しみです。 　

―好業績を継続できた背景を深堀りいただけますか。

萩原　冒頭でもお話ししましたが、他の大手ＩＴ企業が苦戦して

断念したようなプロジェクトを積極的に引き継ぎ、そのプロジェクトを

立て直すといったことができるようになっています。これは優秀な

プロジェクト・マネージャーが育っているということを示しています。

プロジェクトのリスクに関して客観的に見極める目を持ち、たとえ

経験の浅いジャンルであっても、課題解決に向けた道筋を示し、

突き進んでいけるようになってきました。もちろんまだ課題はあり

持続的成長を支える取り組み第３章

社外取締役座談会

ＥＳＧ経営推進を通じて企業価値向上を実現するために必要な取り組み等をテーマに、

社外取締役4名によるオンライン座談会を開催しました。

―前年度の振り返りを中心としたこれまでの所感をお願い  

します。

萩原　私は当社の社外取締役を一番長く務めておりますので、

先ず最近の当社の変化についてお話しします。この間、業績が

右肩上がりで伸び続ける中で、取締役会では業務執行に関する

議論を含め、非常に活発な議論がなされてきました。私がこの間

の変化として強く感じるのは、さまざまなプロジェクトを通じて役員

や担当者が数多くの経験を積み、自信をつけたということです。

　例えばプロジェクトについて説明をしてくれる場面でも、従来は

社長の考え方を軸にした説明がなされることが多かったのですが、

最近では担当者や役員が自らの意見を踏まえて明確に説明

するようになっています。そして、こうした質の高い説明が聞ける

ようになったことで、社外取締役としても、どこに問題があってどこ

にリスクがあるのか、そのリスクはどの程度なのかということが明確

にわかるようになり、非常に助言しやすくなりました。

　事業活動の面では、業績が伸び続けたことで、若手の担当者や

マネジメントクラスの経験値も上がり、実力がついてきたと感じて

います。前年度はコロナの影響や特需があった分野での需要減

などにより売上の伸び率については一服しましたが、人材に余裕

が出た部署から新たな部署に機動的に配置換えをするといった

柔軟な組織運営がなされています。

　またプロジェクトに対する姿勢にも変化が見られます。以前は、

発注者側の依頼内容を正確に理解して確実に進めていくことに

注力し、お客様の信頼を獲得していくスタイルのＩＴ企業でしたが、

昨今ではこうした既定路線に加え、他の大手ＩＴ企業が苦戦して

断念したようなプロジェクトを積極的に引き継ぎ、そのプロジェクトの

立て直しに取り組み、成功に導くといったスタイルも身に付けて

います。手堅いプロジェクトだけでなく、多少リスクのあるプロジェクト

にも意欲的にチャレンジし、成功に導くことができるようになった

ことは大きな変化だと感じています。

平田　社外取締役として当社の取り組みを6年間見てきたなか

では、やはり前年度、コロナの影響などを受けて成長が鈍化した

ことが大きな出来事だったと捉えています。

　取締役会については、萩原さんと同様で、非常に活発な議論を

していると評価しています。ただ、業務執行の意思決定にかかる

決議のための議論に多くの時間が割かれることが比較的多く、

結果としてマネジメントに関する議論に十分な時間が割かれて

いないような印象を持っています。マネジメントに関する議論は、

重ねれば重ねるほど理解が深まり、議論も深化するはずです。

　今年度は経営トップの交代のタイミングでもあり、制度設計の

見直しを含め、運営面での工夫をすべきではないかと思います。

また、さらなる成長収益力を向上させるための議論を尽くしてきた

結果が今日の成功につながったように、これからは将来の成功に

向けて既存事業をどう改善していくのか、サステナブルな企業と

なるために、目先の利益だけに囚われずに事業構造をどう変えて

いくべきかといった「そもそも論」について、いろいろな角度から深く

議論すべきだと思います。

宍戸　私からは、今後の議論のために、敢えて少し辛口の意見を

述べさせていただきます。一つは平田さんのお話にもありましたが、

取締役会での時間配分の話です。当社は監査役会設置会社で

あり、業務執行の意思決定に関する議論ももちろん必要なのです

が、やはり今後の中長期的な展望など、今後のマネジメントのあり方

などについての議論にも、もっと時間を費やすべきであり、テーマ

設定の部分で工夫を凝らすことが必要ではないかと思います。

　萩原さんがおっしゃっていた、取締役会での「説明の質」の向上

によって事業活動に対する理解が深まったという点は私も同感

です。ただ、さらなる企業理解のため、社外取締役であっても、ある

程度は取締役会以外の場で、例えば各部門の長のような人たち

との積極的な対話を通じて、現場の実情や課題についても状況

を把握しておくことも重要だと、個人的には感じています。

　また社外監査役も含めた社外役員の勉強会というものも必要

だと思います。とりわけ今後は、サステナビリティに関する知識を

身に付けることが必要だと感じています。最近では経営トップ

が自社のサステナブル経営を語る機会も多くなってきています。

我々も、取締役会での議論に加え、外部有識者などを招聘しての

意見交換なども重ね、内外に当社の考え方を発信してゆくべき

だと考えています。

　加えて、中長期の発展を見据えた人材の育成も極めて重要

です。北村新社長のもと、価値ある人材が多く育成され、新たな

ビジネスが立ち上がっていくことに期待を寄せています。

社外取締役

萩原　忠幸

社外取締役

宍戸　信哉

社外取締役

平田　正之

社外取締役

山田　伸一
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したビジネスを展開する会社をＭ＆Ａで獲得することなどが必要に

なってきます。現在は次期中期経営計画策定の議論が進んで

いますが、こうした部分には経営としての意思が必要です。今後の

進むべき道、とるべき手段についての大きなビジョンを示したうえで、

そのビジョンに共感し、仲間を増やしていくといった動きをつくって

いくことが必要です。そのためには、優れた技術を持つ人材の

能力を引き出すための人事評価制度の見直しも必要となります。

　また、これまでの成長によって内部留保が充実してきていること

もあり、こうした資金を使ってチャレンジをしていくことも重要です。

例えとして極端な言い方をすると、10発のうち3発当たれば成功、

残りの7発は次の成長に向けた先行投資と捉え、長い目で成長を

見ていこう、といったマインドを現場に醸成することも、極めて重要

になってくると思われます。

　技術に特化した人材だけではなく、お客様の課題解決に向けた

コンサルティング能力や提案能力、お客様とともに考えていくと

いったことは、当社にとっては新たなチャレンジとなりますが極めて

重要です。これらの対応については、これまで新しい技術を活用

する仕事に専念されてきた北村新社長の主導による、スピード感

のある展開に期待しています。

山田　先ほど申し上げたことへの補足となりますが、社外の力を

借りて成長を続けていくための選択肢としては、コーポレートベン

チャーキャピタル(ＣＶＣ)という手法があると思います。ベンチャー

企業に対し、自己資金でファンドを組成して出資する手法ですが、

自社で新たなビジネスのための成長投資が困難な場合に、既に

新しいビジネスを展開しているベンチャー企業に対し、この手法を

使って出資比率50％以下のマイノリティ出資を行うのです。その

企業から勉強させてもらいながら、必要に応じて連携していくこと

ますが、確実に力を付けています。

　またＭ＆Ａなどを通じて、自動車分野をはじめとして、さまざまな

知見やノウハウの蓄積が進んでいると思います。紆余曲折はあり

ますが、さまざまな経験値を積みながら対応力も高まってきて

います。

―海外での展開についてはいかがでしょうか。

平田　海外については、まだ独自路線で本格的に展開していくと

いう段階ではありませんが、Ｍ＆Ａ案件を含め、リスクに対する

真摯な対応という点ではしっかりできていると思います。直近では

インドの案件などもそうですが、一つひとつ着実に進めていく姿勢

は評価に値します。

　ただ、リスクに対する対応だけでは大成功を収めることはできま

せん。予期せぬ課題に対して、時には多くの人材を投入して勇猛

果敢にチャレンジすることも大切です。常に成功しなければいけ

ないと思い込むことは間違いで、失敗の経験を積むことも必要

です。「うまくいかなかったからもうやめよう。ああいうことは未来

永劫やらない」となってしまっては成長力が削がれてしまいます。

　チャレンジを成功に導くためには情報を発信することも大切

です。投資家や市場との対話、あるいは従業員との対話を重ね、

適切な判断につなげていくことは重要なことだと思います。

―新体制で注力すべき取り組みについてご意見をお聞かせ

ください。

宍戸　私はＩＴサービスの専門家ではないので地に足の着いた

議論にはならないかもしれませんが、心配なことがあります。当社

は今でこそＤＸを中心に据えて事業を推進していますが、仮に10

年くらいはこれで持続的に成長したとしても、そこから先はどう事業

を継続させていくのかという点が心配です。

　力強く成長していく企業であれば、ＩＴベンダーの力を借りずに

ＤＸを内製化していくのではないかと思います。こうした成長企業

が増えていくとしたら、当社は今後どのように事業を展開すべき

なのかと、門外漢なりに考えています。そう考えると、10年先に生き

残っていくためには、お客様の指示に忠実に答えていくスタイル

ではなく、むしろお客様と一緒に課題を見つけていくようなコンサル

ティング能力を身に付けていくことが大切ではないかと思います。

そこで必要となるのが人材の育成です。技術的なレベルでの研修

などについては、当社は非常によくできており、資格取得者も計画

を上回る形で増加しています。それ自体は評価すべきですが、今後

はもっとソフト的な、課題解決能力を高めていくための教育訓練を

受けた人材を5年、10年で増やしていくといった戦略が必要では

ないかと思います。

山田　これは悩ましい話だと思います。確かに宍戸さんがおっ

しゃったように、新しく出てくるベンチャーというのは、ＩＴがコアの

技術であることもあって内製化がどんどん進んでいくだろうと思い

ます。ただ、ある規模を超えてくるとすべての人材を社内で賄う

ことはできなくなってくるので、やはり社外から人材を借りてくる

ような形になるでしょう。アメリカではＩＴスタッフィングという、専門

家を派遣するようなビジネスが出てきています。今後は日本でも

こうしたビジネスが伸びていくのではないかと思います。仮説に

過ぎませんが、契約も含めてスペシャリストをお客様に派遣すると

いうビジネスがこれから出てくるかもしれないと思っています。

　一方で大企業の場合は、あまり変わらないのではないかと思い

ます。終身雇用の考え方の中では、大規模システムを開発して

いくような人材は抱えきれないので、どうしても当社のようなＩＴ

ベンダーに委託する必要が生じると思います。つまり、当社が存在

感を発揮する余地はまだまだあると思います。

　ただ、そうした大規模システム開発の受託で成長を続けていく

には、やはり多くの人材が必要で、今後はクラウドやＡＩなど、要求

される技術も変わってくるため、それに対応できる人材の育成も

必要です。私自身は、こうした大規模システム開発のビジネスは

残るものの、それ以外のビジネスとのバランスを考えていく必要が

あるように思います。宍戸さんがおっしゃるように、当社がこれから

どこを向いて伸ばしていくのかという点は、これから腰を据えて議論

すべきだと思います。

　もう一点、新しい芽を見つけ、育てていくための準備という観点

で言えば、お客様のプロジェクトの中で気づいた課題を自社の

ソリューションとしてビジネス化していくことが最善策だとは思い

ますが、それを当社で進めることができるかという点が心配です。

これまで当社ではどちらかというと、お客様の情報システム子会社

のもとで開発を進めるというプロジェクトが多かったように思います。

こうした過去の延長線上で、お客様が抱える課題にまで踏み込み、

それを自社のソリューションにまで磨き上げていくということが

できるのかという点が悩ましいところです。

萩原　今までの開発スタイルを続けてきた人材に対して、ある日

突然、今日からＡＩ・データ解析や、新しい開発方法にチャレンジ

してほしいと言っても難しいことだと思います。それに適した人、

それを希望する人もいれば、そうでない人もいます。皆さんがおっ

しゃる通り、これらの分野に力を入れていくためには、今まで以上

に人材育成に注力することに加え、人を採用するか、あるいはそう

多少リスクのあるプロジェクト にも

意欲的にチャレンジし、成功に導く

こ と が で き る よ う に な っ た こ と は

大きな変化だと感じています。

萩原

社 外取 締 役 は 業 務 執行 に関 する

意 思 決 定より、やはりモニタリング

に専念すべきだと思っています。

平田
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まで横断的に見られるような機構を用意する必要があると思い

ます。具体的には、新規領域について検討する委員会、Ｒ＆Ｄに

ついて検討する委員会などです。

―ほかにもありますでしょうか。

平田　ＩＲ活動ももっと充実させるべきだと思っています。

　例えば10年先など、長期的なビジョンに基づく情報発信、とりわけ

マーケットへの情報発信について考えていくことが大切だと思い

ます。対話や発信を十分にしないままでいると資本市場から適正

に評価されなくなるリスクが高まります。またリスクマネジメントも

大切です。新たな成長戦略を描けば、それに伴うリスクも新たに

発生するため、そのための受け皿となる組織が必要です。

　また、これには慎重な議論が必要ですが、モニタリングの強化に

つなげていくという意味では、監査役会設置会社から監査等委員

会設置会社への移行についても検討すべきです。

　さらに、どうしても気になるのが「キャッシュの使い道」についての

議論です。当社がこれまでの成長を通じて稼ぎを増やし、一方では

コストを抑えながらＲＯＥを高めてきたこと自体は良いことなの

ですが、結果として積みあがったキャッシュを新しい分野にどう

振り向けていくか、という点が今後の課題となります。これはＭ＆Ａ

も含めて何を新規領域として捉えていくべきか、Ｒ＆Ｄをどう進め

ていくべきか、新しい人材をどれだけ採用するか、といった議論

にもつながります。

　こうした成長投資を進めることで、短期的には利益率が低下

するかもしれませんが、そこは資本市場との対話を通じて理解を

促していくべきで、ここでもやはり長期的なビジョンを示し、説得して

いくことが重要です。

　対話が必要なのは資本市場だけではありません。人材市場との

対話もそうですし、従業員との対話も重要です。自分の守備範囲

を変えなければいけないということになると従業員にとってはスト

レスがかかるため、丁寧な対話が必要です。経営トップが現場に

赴き対話を繰り返すといったことも必要だと思います。

―取締役会のサポート体制についてご意見があればお願い

します。

平田　そもそも論を含め、本音の議論ができる場をもっと増やして

いきたいと思います。

　それから、宍戸さんがおっしゃいましたが、社外監査役を含めた

社外役員の勉強会のような場はあったほうがいいと思います。

取締役会や委員会とは別に、議事録を取る必要がないような

場でお互いのスキルやキャリアの違いを尊重しながら本音で議論

ができるような機会があれば良いと思います。

　ＥＳＧについては、ＣＯ2の削減目標など、昨今注目を集めている

テーマだけに囚われるのではなく、「こういう展望で将来も社会の

役に立つ企業になる」というように、ビジョンをはっきり示すことが

重要だと思います。

―多様な人材が活躍するためのご意見をいただけますか。

萩原　開発型ＩＴ企業の宿命でもあるのですが、これまではどちら

かと言うと労働集約的な仕事が多く、女性が働きやすい職場で

あるとは言い難い側面もあったので、今後はどのような職務、どの

ようなポジションであれば女性が活躍できるのか、女性がキャリア

アップできるジャンルをどう示していけるかといった本質的な議論

に向き合うことが必要だと思います。具体的には、女性活躍推進室

のような、女性がキャリアアップを図りやすい組織やポストを用意

するような取り組みが重要となります。

平田　おっしゃる通りで、従前の組織あるいは従前の働き方では

なかなか女性の活躍の場ができにくいように思います。男女で

価値観が違っているところに男性の価値観で組織運営が行われ、

事業活動が行われているということなので、女性が働きやすい

業務を新たに見つけ、組織をつくり、仕事をつくるといった努力が

必要だと思います。既存の業務の中で人を引き上げるだけでなく、

例えば新分野やＲ＆Ｄなど新しい業務で活躍できる場を増やす

ことも考えられます。

　これに加えて大切なのが「見える化」です。女性役員の登用、

女性管理職の育成など、女性活躍推進についての具体的な

計画を立て、その進捗を「見える化」していくことが大切です。

宍戸　平田さんのご意見に共感します。私の経験から言っても、

キャリアパスを提示するとか、女性が仕事をしやすいような職務を

つくるといったことは重要だと思います。ただ、職場での意識や価値

観を変えていくことは時間もかかりますし、評価基準を変えていくと

いった工夫も必要となるので、腰を据えた取り組みが必要です。

山田　当社には女性の開発担当者やＳＥの方が沢山いるので、

そのような人材の価値を正しく評価し、積極的に管理職に登用

していくような取り組みを地道に続けていくことが大切です。例えば

10年計画でそうした取り組みを進めながら、女性活躍推進に

関する社内の意識を醸成していく必要があります。人材育成に関

して大切なことは、当社が目指す事業構造に照らせばこのような

人材がもっと必要であるといった、ビジョンに基づく議論を尽くす

ことではないかと思います。

―ありがとうございます。

で当社にもノウハウが蓄積されます。さらに、その会社がＩＰＯをする

ことになれば、そこでキャピタルゲインが得られる可能性もあります。

　当社はどちらかというと、これまではマジョリティを取るＭ＆Ａを

模索してきたと思いますが、ＣＶＣを活用して新しいビジネスを取り

込んでいくという選択肢もあります。

―示唆に富んだご意見いただきましたが、今後必要な議論

や体制に関するお考えをお聞かせください。

平田　そもそも社外取締役が取締役会においてどのような機能

を発揮すべきか、という話になるのですが、個人的には、社外取締

役は業務執行に関する意思決定より、やはりモニタリングに専念

すべきだと思っています。そういう意味では、まずはしっかり最高

経営責任者（ＣＥＯ）に権限を集中させることが大切で、執行の

成果に対するモニタリングについては社外取締役として取締役会

で活発に発言をすればよいと思っています。具体的には、単年度

と中長期の成果を把握し、しっかりモニタリングすべきです。単年度

の成果はもちろん財務数値で見ていきますが、中長期の成果は

財務数値にこだわる必要は全くありません。ＥＳＧのような非財務

のＫＰＩでも良いと思います。それらを取締役会で掌握し、指名・

報酬については諮問委員会で議論し、答えを出すべきだと思い

ます。その意味では、会社の長期ビジョンに見合った後継者計画

の策定をしておく必要があります。一方で、少し心配なのが組織

の運営です。先ほど萩原さんがおっしゃったように、人を採用し、

人材が育ってきたことで大規模な案件を引き受けてマネジメント

できるようになってきたのですが、それぞれのセクションが独立し、

タコツボのようになってしまうことを危惧しています。例えばプロジェ

クトチームとか委員会など、横断的な機構を積極的に活用し、

それぞれの人たちが全社的な視点を持てるように、中間からトップ

持 続 的 な 成 長 と 発 展 に 影を

落 とすような ことのないよう、

しっかり見守っていきます。

山田

さらなる企業理 解のため、現場

との対話を通じて実情や課題を

把握するよう心がけています。

宍戸
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取締役・監査役 （2021年6月24日時点）※当社の保有株数は2021年3月末実施時点の数値

取締役10 名

① 代表取締役会長

西田　公一
（1956年1月24日生）

当社の保有株数

46,251株

選任理由

大手情報通信企業の金融分野における経営に

関する豊富な経験を有し、また、 2010年から代表

取締役社長として当社グループの経営全般を指揮

し、事業の拡大、経営改革に取り組んできました。

これらの豊富な経験および実績を活かし、ＥＳＧ経営

を推進し、新たな企業価値を創出するにあたり、

業務執行の監督等の役割を担うことが期待される

ため、取締役として選任しております。

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

金融システム事業本部企画部長

同社金融システム事業本部副事業本部長

同社リージョナルバンキングシステム事業本部

副事業本部長

同社総合バンキングビジネスユニット長

同社執行役員

同社リージョナルバンキングシステム事業本部長

当社取締役副社長

当社執行役員

当社代表取締役社長

当社代表取締役会長（現任）

略歴、地位、担当の状況

2001年 6月

2003年11月

2004年 5月

2005年 6月

2009年 6月 

2010年 4月

2021年 4月

② 代表取締役社長

北村 友朗
（1964年9月24日生）

当社の保有株数

784株

選任理由

大手情報通信企業およびそのグループ会社に

おける経営の実績等、経営に関する豊富な経験と

高い見識を有しております。また、2020年から取締役

副社長執行役員として、2021年からは代表取締役

社長として当社グループの経営を担っております。

これらの豊富な経験および実績を活かし、今後も

当社グループの事業推進を図るとともに、ＥＳＧ経営

を推進し、新たな企業価値を創出するにあたり、業務

執行の監督等の役割を担うことが期待されるため、

取締役として選任しております。

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

ビジネス開発事業本部部長

同社ビジネスソリューション事業本部

データセンタビジネスユニット長

同社基盤システム事業本部

データセンタビジネスユニット長

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ東海

代表取締役社長

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

執行役員ビジネスソリューション事業本部長

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマート

取締役

株式会社ＮＴＴデータ・ビジネス・システムズ

取締役

当社取締役副社長執行役員

当社代表取締役社長（現任）

当社デジタルソリューション事業本部長（現任）

略歴、地位、担当の状況

2003年 7月

2009年 7月

2012年 7月

2015年 6月

2018年 6月

2020年 6月

2021年 4月

③ 取締役常務執行役員

坂本　孝雄
（1961年1月4日生）

当社の保有株数

17,765株

選任理由

全社の経営企画部門、人事部門などスタッフ

部門における経験、グループ会社における経営の

経験と実績を有しており、当社の経営を担っており

ます。これらの経験および実績を活かして、今後も

当社グループの事業推進を図るとともに、業務執行

の監督等の役割を担うことが期待されるため、取締役

として選任しております。

当社入社

当社コーポレートスタッフ本部企画部長

当社執行役員

当社取締役

当社人事部長

株式会社ＭＩＲＵＣＡ代表取締役社長

当社常務取締役

当社取締役常務執行役員（現任）

株式会社ＤＴＳパレット取締役（現任）

日本ＳＥ株式会社取締役（現任）

略歴、地位、担当の状況

1987年 4月

2004年 4月

2007年 4月

2009年 6月

2013年 4月

2014年 3月

2016年 4月

2019年 4月

2020年 3月

2020年 6月

⑤ 取締役上席執行役員

小林 浩利
（1960年9月4日生）

当社の保有株数

10,798株

選任理由

産業・通信分野における組織運営、全社の経営

企画部門における経験、グループ会社における経営

の経験と実績を有しており、当社の経営を担っており

ます。これらの経験および実績を活かして、今後も

当社グループの事業推進を図るとともに、業務執行

の監督等の役割を担うことが期待されるため、取締役

として選任しております。

当社入社

当社コーポレートスタッフ本部企画部長

当社執行役員

横河ディジタルコンピュータ株式会社取締役

アートシステム株式会社取締役

デジタルテクノロジー株式会社

代表取締役社長（現任）

当社総務部長

当社取締役（現任）

当社ＩＣＳ事業本部長（現任）

当社上席執行役員（現任）

略歴、地位、担当の状況

1980年 4月

2008年 4月

2010年 4月

2014年 4月

2016年 3月

2016年 4月

2016年 6月

2019年 4月

2020年 4月
⑥ 取締役上席執行役員

浅見 伊佐夫
（1964年10月20日生）

当社の保有株数

17,355株

選任理由

組込み・通信分野における組織運営、全社の経営

企画部門における経験、グループ会社における経営

の経験と実績を有しており、当社の経営を担っており

ます。これらの経験および実績を活かして、今後も

当社グループの事業推進を図るとともに、業務執行

の監督等の役割を担うことが期待されるため、取締役

として選任しております。

当社入社

当社企画部長

当社執行役員

当社ｉＣＴ事業本部エンベデッドシステム

事業部長

横河ディジタルコンピュータ株式会社取締役

アートシステム株式会社取締役

同社代表取締役社長

株式会社ＤＴＳインサイト代表取締役社長

（現任）

当社取締役（現任）

当社上席執行役員（現任）

当社法人ソリューション事業本部長（現任）

略歴、地位、担当の状況

1987年 4月

2010年 4月

2012年 4月

2013年 4月

2014年 4月

2015年 4月

2017年 4月

2019年 6月

2020年 4月

④ 取締役常務執行役員

竹内　実
（1961年6月21日生）

当社の保有株数

14,564株

選任理由

金融分野における組織運営、海外グループ会社に

おける経営の経験と実績を有しており、当社の経営を

担っております。これらの経験および実績を活かして、

今後も当社グループの事業推進を図るとともに、業務

執行の監督等の役割を担うことが期待されるため、

取締役として選任しております。

当社入社

当社金融システム事業本部長

当社執行役員

当社取締役

当社常務取締役

逓天斯（上海）軟件技術有限公司董事長（現任)

DTS SOFTWARE VIETNAM CO.,LTD.

会長（現任）

DTS America Corporation取締役会長（現任）

大連思派電子有限公司董事長（現任）

当社取締役常務執行役員（現任）

株式会社思派電子ジャパン

代表取締役会長（現任）

Nelito Systems Limited取締役会長（現任）

略歴、地位、担当の状況

1985年 4月

2007年 4月

2007年10月

2010年 6月

2016年 4月

2017年 7月 

2018年 4月

2019年 3月

2019年 4月

2019年 8月

2019年 9月
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監査役4 名

⑧ 社外取締役

平田　正之
（1947年7月30日生）

⑩ 社外取締役

山田　伸一
（1952年2月25日生）

② 社外監査役

行本　憲治
（1949年4月10日生）

④ 社外監査役

竹井 豊
（1955年10月23日生）

⑦ 社外取締役

萩原　忠幸
（1955年10月11日生）

当社の保有株数

- 株

選任理由

都市銀行のＩＴ部門責任者および人材派遣会社

の経営者としての経験があり、業界および経営陣と

しての豊富な経験や知識等を当社の経営判断に

活かしていただくとともに、社外取締役として、業務

執行の監督機能強化への貢献および幅広い視点

からの助言が期待されるため、社外取締役として

選任しております。

株式会社富士銀行ＩＴ推進部ＩＴプロジェクト推進室長

株式会社みずほコーポレート銀行

ＩＴ・システム統括部副部長

株式会社みずほ銀行執行役員ＩＴ・システム統括部長

当社取締役（2010年6月退任）

株式会社みずほ銀行常務取締役

株式会社みずほ銀行常務執行役員

（2011年6月退任）

同社理事（2012年6月退任）

当社取締役（現任）

株式会社アヴァンティスタッフ代表取締役社長

（2019年1月退任）

芙蓉オートリース株式会社社外監査役

（2017年6月退任）

東京建物不動産販売株式会社

社外監査役（現任）

略歴、地位、担当の状況

2000年 4月

2002年 4月

2006年 3月

2006年 6月

2009年 4月

2011年 4月

2011年 6月

2012年 6月

2013年 6月

2020年 1月

1998年 4月

2001年 5月

2003年 6月

2007年 4月

　 　

2007年 6月

　 　

2011年 4月

　 　

2015年 4月 

2016年 5月

　 　

2019年 6月

2020年 6月

住宅金融公庫システム部長

同社大阪支店長

同社理事（2007年3月退任）

株式会社エイチ・ジイ・エス専務取締役

 （2011年3月退任）

株式会社住宅債権管理回収機構

代表取締役社長（2011年3月退任）

独立行政法人住宅金融支援機構

理事長（2015年3月退任）

学校法人東北学院評議員（2019年3月退任）

株式会社エスクロー・エージェント・ジャパン

取締役（2019年5月退任）

当社取締役（現任）

髙松建設株式会社取締役(現任）

略歴、地位、担当の状況 当社の保有株数

- 株

選任理由

住宅ローン業界および不動産業界の経営陣と

しての豊富な経験と高い見識を当社の経営判断に

活かしていただくとともに、社外取締役として、業務

執行の監督機能強化への貢献および幅広い視点

からの助言が期待されるため、社外取締役として

選任しております。

⑨ 社外取締役

宍戸　信哉
（1948年9月29日生）

2002年11月

2007年 1月

2011年 4月

2012年 4月

2014年 4月

2016年 4月

2017年 6月

2018年 3月

2018年 6月

2020年 6月

三井アセット信託銀行株式会社信託業務部長

中央三井信託銀行株式会社大阪支店

営業第二部長

当社金融事業本部副本部長

当社執行役員

当社第二金融事業本部長

当社社会事業本部長

当社監査役（現任）

デジタルテクノロジー株式会社監査役（現任）

株式会社ＤＴＳインサイト監査役（現任）

株式会社九州ＤＴＳ監査役(現任)

略歴、地位の状況 当社の保有株数

2,689株

選任理由

長年にわたって培われた金融機関における経験、

当社における業務執行の経験および当社の監査役

としての実績を当社の監査体制に活かしていただく

ため、監査役として選任しております。

① 常勤監査役

赤松　謙一郎
（1957年6月9日生）

1986年 4月

1992年 3月

1998年 4月

2003年 4月

2004年 4月

2007年11月

2008年 4月

2014年 6月

2018年 6月

弁護士登録（第一東京弁護士会所属）

和田良一法律事務所入所

太田・石井法律事務所開設副所長（現任）

東京地方裁判所民事調停委員（現任）

総務省人事・恩給局公務員関係判例研究会

（現：内閣官房内閣人事局公務員関係判例研究会)

会員（現任）

株式会社ふるさとサービス社外監査役（現任）

国土交通省中央建設工事紛争審査会特別委員（現任）

早稲田大学大学院法務研究科（法科大学院）

非常勤講師

データリンクス株式会社社外監査役

当社監査役（現任）

日本電気株式会社社外監査役（現任）

住友金属鉱山株式会社社外取締役（現任）

略歴、地位の状況 当社の保有株数

- 株

選任理由

弁護士の資格を有しており、その法的知見や経験、

見識等を当社の監査に活かしていただくため、社外

監査役として選任しております。

③ 社外監査役

石井　妙子
（1956年5月7日生）

1999年 4月

2000年 4月

2000年11月

2001年 7月

2002年10月

2003年10月

2007年10月

2009年 6月

2017年 4月

2017年 5月

2018年 1月

2019年 5月

2019年 6月

2021年 4月

2021年 6月

1998年 6月

　 　

1999年 7月 

2000年 6月

　 　 　

2001年 6月

2004年 6月

　 　 　

2008年 6月

　 　 　

2013年 6月

　 　 　

　 　 　

2014年 7月

2015年 6月

　 　 　

2016年 7月

日本電信電話株式会社

グループ企業本部経営管理部長

同社第四部門長（2000年6月退任）

株式会社エヌ・ティ・ティ・ドコモ

取締役関連企業部長

同社常務取締役財務部長

同社代表取締役副社長国際事業本部長

（2008年6月退任）

株式会社情報通信総合研究所代表取締役社長

（2013年6月退任）

同社相談役

株式会社スカパーＪＳＡＴホールディングス

社外取締役（2016年6月退任）

株式会社情報通信総合研究所顧問

株式会社中広社外取締役（2019年6月退任）

当社取締役（現任）

株式会社情報通信総合研究所シニアフェロー（現任）

略歴、地位、担当の状況 当社の保有株数

- 株

選任理由

通信業界における幅広い活動経験や企業経営

に関する豊富な経験と高い見識を当社の経営判断

に活かしていただくとともに、社外取締役として、業務

執行の監督機能強化への貢献および幅広い視点

からの助言が期待されるため、社外取締役として

選任しております。

2003年 6月
　 　
2004年 5月
2005年 6月
2007年 6月
　 　 　
　 　 　
　 　 　
2009年 6月
　 　 　
2009年 7月
　 　 　
　 　 　
2011年 6月
　 　 　
2017年 4月
　 　 　
2017年 6月
2020年 6月

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ
取締役ビジネス開発事業本部副事業本部長
同社取締役ビジネス開発事業本部長
同社執行役員基盤システム事業本部長
エヌ・ティ・ティ・データ先端技術株式会社
代表取締役社長（2011年6月退任）
株式会社エヌ・ティ・ティ・データ常務執行役員
基盤システム事業本部長兼技術開発本部長
同社代表取締役常務執行役員
基盤システム事業本部長兼技術開発本部長
同社代表取締役常務執行役員Ｓ＆Ｔカンパニー長
兼ＳＩコンピテンシー本部長兼技術開発本部長
（2011年6月退任）
ＮＴＴソフトウェア株式会社代表取締役社長
（2017年3月退任）
ＮＴＴテクノクロス株式会社取締役
（2017年6月退任）
同社特別顧問（2018年6月退任）
当社取締役（現任）

略歴、地位、担当の状況 当社の保有株数

- 株

選任理由

ＩＴ業界における業界動向や企業経営に関する

豊富な経験と高い見識を当社の経営判断に活か

していただくとともに、社外取締役として、業務執行

の監督機能強化への貢献および幅広い視点から

の助言が期待されるため、社外取締役として選任

しております。

1974年 9月

1977年 3月

1992年 1月

2000年 4月

2007年 5月

　 　 　

2010年 7月

2010年 8月

2013年 3月

2016年 6月

ＰｒｉｃｅＷａｔｅｒｈｏｕｓｅ公認会計士事務所入所

公認会計士登録

青山監査法人代表社員

中央青山監査法人代表社員

新日本監査法人シニアパートナー

（2010年6月退所）

行本憲治公認会計士事務所所長（現任）

株式会社アルファーアソシエーツ取締役（現任）

共同ピーアール株式会社社外監査役

（2021年3月退任）

当社監査役（現任）

略歴、地位の状況 当社の保有株数

- 株

選任理由

公認会計士の資格を有しており、その財務および

会計に関する知見や経験、見識等を、当社の監査

体制に活かしていただくため、社外監査役として選任

しております。

三井信託銀行株式会社難波支店長

中央三井信託銀行株式会社難波支店長

同社日本橋営業第六部長

同社浦和支店長

同社仙台支店長

同社証券代行部長

同社執行役員証券代行部長（2009年5月退任）

東京証券代行株式会社取締役社長（2017年3月退任）

富士シティオ株式会社顧問

同社取締役

同社常務取締役（2019年5月退任）

東京証券代行株式会社顧問（2020年10月退任）

当社監査役（現任）

公益財団法人公益法人協会主任研究員

同協会調査部長（現任）

略歴、地位の状況 当社の保有株数

- 株

選任理由

信託銀行、専業証券代行および小売業の企業

の経営陣としての豊富な経験と高い見識を当社の

監査体制に活かしていただくため、社外監査役と

して選任しております。

独立

独立

独立

独立

独立

独立

独立
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単独 項目 単位 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期

基礎
データ

社員数（男女別）

男性 名 2,284 2,222 2,488 2,446 2,448

女性 名 416 421 527 521 523

計 名 2,700 2,643 3,015 2,967 2,971

採用者数（男女）

男性 名 91 96 110 126 121

女性 名 31 29 37 51 44

計 名 122 125 147 177 165

新卒 名 110 111 131 164 162

中途 名 12 14 16 13 3

離職率 ％ 4.14 4.63 4.96 5.77 4.41

平均勤続年数
年 13.4 14 13.9 14.3 14.6

（うち女性社員） 年 （10.1） （10.3） （10.6） （10.7） （10.6）

人材育成
ＤＸ関連資格保有者数 名 - - 79 257 584

教育研修費 百万円 322 365 385 424 285

柔軟な
働き方

時差出勤（マイセレクトタイム）利用者 名 - - - - 356

テレワーク率 ％ - - - - 43.8

健康経営
年次有給休暇

取得日数 日 13.6 13.3 13.7 14.2 12.8

取得率 ％ - 70.7 73.5 75.5 68.9

月平均時間外労働時間 時間 - 26:55 25:46 23:44 21:46

ダイバー
シティ

女性社員の比率 ％ 15.4 15.9 17.5 17.7 17.6

指導的地位に就く女性 人数 名 8 11 11 11 11

※管理職 比率 ％ 3.2 2.9 3.1 3.6 3.6

障がい者雇用率 ％ 2.05 2.20 2.23 2.27 2.42

育児介護

育児休業制度利用者 名 65 47 30 30 54

（5 日以上） （うち男性社員） 名 （3） （2） （4） （4） （3）

育児休業復職率 ％ 90.5 100 94.1 93.8 93.8

育児短時間勤務制度利用者 名 84 82 94 91 97

看護休暇制度利用者 名 - 8 9 14 9

介護休業制度利用者 名 2 3 6 5 0

介護休暇制度利用者 名 - 5 7 0 4

連結 項目 単位 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期

社員数 名 4,396 4,378 4,369 5,457 5,792

ＤＴＳグループ 項目 単位 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期

オフィス（国内） ＣＯ2排出量 ｔ-ＣＯ2 1,415 1,284 1,073 988 975

オフィス（海外） ＣＯ2排出量 ｔ-ＣＯ2 93 95 111 136 123

※ＣＯ2排出係数：電気事業者別排出係数を使用　　※海外の一部事業所を除く

環境関連データ

非財務データ

人事関連データ

※データ算出基準日：各年度3月31日時点。ただし障がい者雇用率は各年度6月1日時点　　※看護休暇制度、介護休暇制度は2017年度から導入

財務データ

※2019年7月1日を効力発生日として、普通株式1株につき2株の割合で株式分割を実施しています。 　

項目　　　 2017年3月期 2018年3月期 2019年3月期 2020年3月期 2021年3月期

業　　　　績　　　

売上高 798.58 831.63 867.16 946.18 904.93

売上原価 640.16 667.14 691.99 759.13 724.38

売上総利益 158.42 164.48 175.17 187.05 180.54

販売費及び一般管理費 78.55 79.24 77.27 80.30 72.37

営業利益 79.86 85.23 97.89 106.74 108.17

経常利益 80.93 85.74 99.29 108.49 111.31

税金等調整前当期純利益 76.98 85.31 99.11 107.73 110.99

当期純利益 52.68 57.81 68.17 73.15 76.29

親会社株主に帰属する当期純利益 51.21 57.65 68.17 73.17 75.93

受注高 834.92 845.05 892.92 961.02 910.26

受注残高 340.26 353.69 379.45 406.29 411.81

年度末財政状態　　　

流動資産 479.83 505.89 533.59 568.99 620.27

固定資産 91.58 109.40 136.22 136.99 131.45

流動負債 127.96 135.81 147.32 142.86 146.27

固定負債 6.84 9.86 8.96 12.23 11.35

純資産 436.60 469.62 513.53 550.89 594.09

自己資本 420.91 469.62 513.53 550.83 592.69

総資産 571.41 613.65 669.82 705.98 751.72

キャッシュ・フロー　　　　

営業活動によるキャッシュ・フロー 37.64 67.61 69.47 75.51 93.66

投資活動によるキャッシュ・フロー △11.99 △18.06 △17.70 △13.60 △6.94

財務活動によるキャッシュ・フロー △22.16 △29.67 △24.77 △30.47 △38.48

フリー・キャッシュ・フロー 25.65 49.55 51.77 61.91 86.72

現金及び現金同等物の期末残高 304.59 324.54 351.40 382.76 433.27

財務指標　　　

売上総利益率 19.8％ 19.8％ 20.2％ 19.8％ 20.0％

営業利益率 10.0％ 10.2％ 11.3％ 11.3％ 12.0％

自己資本当期利益率（ＲＯＥ） 12.7％ 12.9％ 13.9％ 13.8％ 13.3％

総資産経常利益率（ＲＯＡ） 14.4％ 14.5％ 15.5％ 15.8％ 15.3％

自己資本比率 73.7％ 76.5％ 76.7％ 78.0％ 78.8％

配当性向 31.5％ 32.3％ 32.5％ 34.8％ 36.3％

総還元性向 42.1％ 42.9％ 41.3％ 45.7％ 49.4％

設備投資 減価償却 研究開発

設備投資額 2.67 7.31 6.14 9.13 3.18

減価償却額 4.60 4.21 4.73 4.73 5.34

研究開発費 4.63 4.39 4.36 3.16 1.33

1株当たり情報　　　

当期純利益 111.24円 123.95円 146.10円 158.01円 165.49円

純資産 916.02円 1,001.62円 1,101.61円 1,190.71円 1,293.61円

年間配当金 35円 40円 47.5円 55円 60円

（単位：億円）
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会社概要会社概要 株式情報　(2021年3月31日時点）

商号

本社所在地

オフィシャルＨＰ

設立

資本金

従業員数

事業年度

定時株主総会

株式会社ＤＴＳ

英文商号

ＤＴＳ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ

〒104-0032

東京都中央区八丁堀2-23-1　エンパイヤビル

ｈｔｔｐｓ：//ｗｗｗ.ｄｔｓ.ｃｏ.ｊｐ/

1972年8月25日

6,113百万円（2021年3月末）

2,971名（2021年3月末・単独）

5,792名（2021年3月末・連結）

毎年4月1日から翌年3月31日まで

毎年6月開催

東京証券取引所市場第一部

（証券コード 9682）

EY新日本有限責任監査法人

〒100-8233　東京都千代田区丸の内一丁目4番1号

三井住友信託銀行株式会社

上場証券取引所

会計監査人

株主名簿管理人

株式会社九州ＤＴＳ

日本ＳＥ株式会社

株式会社ＤＴＳ ＷＥＳＴ

株式会社ＭＩＲＵＣＡ

デジタルテクノロジー株式会社

株式会社ＤＴＳインサイト

株式会社ＤＴＳパレット

アイ・ネット・リリー・コーポレーション株式会社

逓天斯（上海）軟件技術有限公司

DTS America Corporation

DTS SOFTWARE VIETNAM CO., LTD．

Nelito Systems Limited

大連思派電子有限公司

株式会社思派電子ジャパン

グループ企業

国内 海外

発行可能株式総数

発行済株式の総数

株主数

100,000,000株

50,444,532株

5,193名

大株主の状況

氏名または名称

3,836

3,127

2,850

1,908

1,442

1,292

1,237

964

956

803

8.37

6.82

6.22

4.16

3.14

2.81

2.70

2.10

2.08

1.75

持株数
（千株）

持株比率
（％）

※当社は、自己株式4,627千株を保有しており、持株比率は自己株式を控除して計算しています。

ＲＯＥ（自己資本利益率）

2019年3月期

13.9％

2020年3月期

13.8％

2021年3月期

13.3％

総還元性向

2019年3月期

41.3％

2020年3月期

45.7％

2021年3月期

49.4％

株式分布状況

自己名義株式

9.2 ％

その他国内法人

5.5 ％

外国人等

35.4 ％

証券会社

0.7 ％

個人・その他

24.8 ％

金融機関

24.4 ％

100単元以上

4.4 ％

5単元以上 　  
100単元未満

32.3 ％

1単元以上
5単元未満

57.3 ％

自己名義株式

0.0 ％

1単元未満

6.0 ％

所有者別
株式数

所有数別
株主数

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）

ＤＴＳグループ社員持株会

株式会社日本カストディ銀行（信託口）

ステートストリートバンクアンドトラストクライアントオムニバス
アカウントオーエムゼロツー 505002

舞田　白根

エイブイアイグローバルトラストピーエルシー

秋山　久美子

株式会社ＮＴＣ

ザバンクオブニューヨークメロン140044

小崎　智富
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〒104-0032 東京都中央区八丁堀2-23-1 エンパイヤビル
TEL（03）3948-5488
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